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【基準】
ア 以下の要件を満たす協力医療機関（③については病院に限る。）を定めることを義務付ける（複数の医療機関を定めることによ
り要件を満たすこととしても差し支えないこととする。）。＜経過措置３年間＞
① 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。
③ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院
を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医療機関の
名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。

ウ 入所者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入所させることがで
きるように努めることとする。

医療と介護の連携の推進－高齢者施設等と医療機関の連携強化－

■ 介護保険施設について、施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の下でより適切
な対応を行う体制を確保する観点から、在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性
のある連携体制を構築するために、以下の見直しを行う。

協力医療機関との連携体制の構築 省令改正

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院

【基準】
ア 協力医療機関を定めるに当たっては、以下の要件を満たす協力医療機関を定めるように努めることとする。
① 利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること。

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医療機関の
名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。

ウ 利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入居させることがで
きるように努めることとする。

■ 高齢者施設等内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の下で適切な対応が行われるよ
う、在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連携体制を構築するために、
以下の見直しを行う。

協力医療機関との連携体制の構築 省令改正

特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★
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令和６年度介護報酬改定を踏まえた高齢者施設等と
協力医療機関との連携促進に係る対応（自治体への要請）

「令和６年度介護報酬改定を踏まえた高齢者施設等と協力医療機関との連携状況について（速報）」（令和７年12月25日付事務連絡）より抜粋

〇 令和６年度介護報酬改定を踏まえた高齢者施設等と協力医療機関との連携促進については、各都道府県、市区町村に
対して、令和７年５月28日付事務連絡で対応をお願いしている。

〇 要件を満たす協力医療機関を定めている施設割合は、介護老人福祉施設で67.9%（56.6%）、介護老人保健施設で
83.3%（70.0%）、介護医療院で84.9%（72.4%）、養護老人ホームで60.4%（45.7%）（括弧内は前年度値）であった。

〇 都道府県及び市区町村への調査結果では、協力医療機関の定めの状況について「集計していない」高齢者施設等の
割合は、全ての施設種別で１～３割程度であった。

（１）高齢者施設等と協力医療機関との連携状況等の把握

〇 許可権者への届出内容等から高齢者施設等と協力医療機関の連携状況の把握

（２）協力医療機関との連携に係る取組が行われていない高齢者施設等への周知等

〇 報酬改定の趣旨に沿った取組促進、協力医療機関に関する制度の周知や協力医療機関との連携に当たっての助言

〇 連携先の医療機関の把握のため、地域の医療機関のリストを提供するなどの必要な支援の実施

（３）協力医療機関との連携に支障を来している高齢者施設等への支援

〇 在宅医療・介護連携推進事業や在宅医療に必要な連携を担う拠点を活用し、高齢者施設等と協力医療機関との

マッチングの実施

〇 地域医療構想調整会議の場を活用し、高齢者施設等の協力医療機関としての役割を担う医療機関を調整

＜令和６年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査結果（速報）（抄）＞

経過措置期間終了まであと１年余りであること、今般の速報値を踏まえ、
改めて自治体に対して、（１）～（３）の対応を要請
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満たしている 満たしていない

【協力医療機関の定めの状況】
○介護老人福祉施設は67.9％、介護老人保健施設は83.3％、介護医療院は84.9％、養護老人ホームは60.4％が義

務化された①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、③入所者の入院を原則として受け入れる体制
（③は病院に限る）のすべてを満たす協力医療機関を定めていた。

○軽費老人ホームは59.5％、特定施設入居者生活介護は73.6％、認知症対応型共同生活介護は64.2％が努力義務
化された①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制を満たす協力医療機関を定めていた。

３．調査結果概要

図表９ 要件を満たす協力医療機関を定めている高齢者施設等

１～３、６、７ 問５（２）２）・３）、４、５ 問５（３）２）・３）

※調査期間（令和７年9月～11月）における高齢者施設等からの回答に基づく結果。なお、協力医療機関に関する回答がない場合は「満たしていない」とした。また、協力医
療機関の種別を病院に限るとした要件については、協力医療機関の種別を確認する問において病院を選択していない場合は、当該要件は「満たしていない」とした。

※「養護老人ホーム」「軽費老人ホーム」で「特定施設入居者生活介護」の指定を受けている場合は、「養護老人ホーム」「軽費老人ホーム」にのみ計上した。
※介護老人福祉施設（地域密着含む）、介護老人保健施設、介護医療院、養護老人ホームは、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、③入所者の入院を原則とし

て、受け入れる体制を確保した協力医療機関を定めること（③は病院に限る）を義務（令和9年3月31日までは経過措置期間）とした。また、軽費老人ホーム、特定施設入
居者生活介護（地域密着含む） 、認知症対応型共同生活介護は、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制を確保した協力医療機関を定めることを努力義務とした。 

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

施設調査
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全ての要件を満たした協力医療機関を定めている 要件の一部を満たした協力医療機関を定めている

いずれの要件も満たしていないが、協力医療機関は定めている 集計していない

【高齢者施設等と医療機関との連携状況（届出）について（都道府県票、市区町村票 Q6）】
○ 「全ての要件を満たした協力医療機関を定めている」施設の割合は、介護老人福祉施設（地域密着含む）、介護

老人保健施設、介護医療院、養護老人ホームでは、46.9％～73.2％であり、軽費老人ホーム、特定施設入居者生
活介護（地域密着含む） 、認知症対応型共同生活介護では、 41.0％～51.4％であった。

○ 「集計していない」施設の割合は、全ての施設種別で12.8％～33.4％であった。

３．調査結果概要

図表７０ （全国）協力医療機関の定めの状況

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

※指定（許可）している介護事業所・施設（休止中除く）の令和７年8月1日時点の届出状況に基づく結果。ただし、一部の自治体では、管理上都度更新を行っているため令和７年８月１
日以降の最新情報で回答している場合や、年に１回の届出の締切時期により令和６年度末時点の情報を回答している場合がある。

※介護事業所・施設数については、各都道府県、各市区町村の回答に基づく集計のため、重複計上等があり得る。ただし、一部の自治体への聞き取り等によりデータ精査を行った。
※広域連合等に所属する市町村についても市町村単位での回答を依頼した。ただし、広域連合等が届出の受理・管理を行っている場合、市町村ごとの事業所数ではなく、広域連合を構成

する市町村全体で計上している場合がある。
※「養護老人ホーム」「軽費老人ホーム」で「特定施設入居者生活介護」の指定を受けている場合は、「養護老人ホーム」「軽費老人ホーム」にのみ計上するよう依頼した。
※介護老人福祉施設（地域密着含む）、介護老人保健施設、介護医療院、養護老人ホームは、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、 ③入所者の入院を原則として、受け

入れる体制を確保した協力医療機関を定めること（③は病院に限る）を義務（令和9年3月31日までは経過措置期間）とした。また、軽費老人ホーム、特定施設入居者生活介護（地域密
着含む） 、認知症対応型共同生活介護は、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制を確保した協力医療機関を定めることを努力義務とした。 

自治体調査
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協力医療機関の定めの状況（都道府県別）及び都道府県へのヒアリング結果

7

①全ての要件を満たした協力医療機関を定めている、②要件の一部を満たした協力医療機関を定めている、③いずれの要件も満たしていないが、協力医療機関は定めている、④集計していない

A.介護老人福祉施設 B.介護老人保健施設 C.介護医療院 D.養護老人ホーム E.軽費老人ホーム F.特定施設入居者生活介護

① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④ ① ② ③ ④

北海道 37％ 15％ 4％ 44％ 68％ 8％ 4％ 21％ 74％ 12％ 6％ 9％ 30％ 20％ 7％ 43％ 11％ 17％ 2％ 70％ 16％ 34％ 3％ 47％

青森県 22％ 16％ 22％ 39％ 18％ 15％ 18％ 50％ 14％ 14％ 29％ 43％ 0％ 0％ 29％ 71％ 0％ 7％ 27％ 67％ 38％ 25％ 0％ 38％

岩手県 52％ 7％ 10％ 31％ 50％ 14％ 3％ 33％ 50％ 0％ 0％ 50％ 43％ 7％ 0％ 50％ 21％ 5％ 5％ 68％ 21％ 14％ 0％ 64％

宮城県 66％ 5％ 30％ 0％ 47％ 3％ 50％ 0％ 33％ 0％ 67％ 0％ 75％ 25％ 0％ 0％ 13％ 55％ 32％ 0％ 50％ 0％ 50％ 0％

秋田県 90％ 1％ 2％ 7％ 78％ 5％ 3％ 15％ 71％ 0％ 0％ 29％ 17％ 0％ 0％ 83％ 9％ 0％ 0％ 91％ 42％ 0％ 8％ 50％

山形県 74％ 4％ 10％ 11％ 68％ 5％ 15％ 12％ 83％ 17％ 0％ 0％ 60％ 0％ 10％ 30％ 22％ 44％ 22％ 11％ 7％ 21％ 29％ 43％

福島県 91％ 6％ 1％ 2％ 91％ 2％ 4％ 4％ 100％ 0％ 0％ 0％ 57％ 29％ 0％ 14％ 80％ 7％ 0％ 13％ 94％ 0％ 0％ 6％

茨城県 72％ 7％ 10％ 12％ 80％ 7％ 2％ 10％ 67％ 0％ 7％ 27％ 50％ 30％ 0％ 20％ 9％ 58％ 11％ 22％ 67％ 2％ 6％ 25％

栃木県 59％ 17％ 8％ 15％ 63％ 17％ 4％ 15％ 90％ 10％ 0％ 0％ 22％ 56％ 0％ 22％ 38％ 0％ 0％ 62％ 67％ 7％ 7％ 20％

群馬県 90％ 5％ 6％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 80％ 20％ 0％ 0％ 76％ 0％ 24％ 0％ 83％ 4％ 4％ 8％

埼玉県 54％ 9％ 6％ 32％ 51％ 11％ 10％ 28％ 56％ 22％ 0％ 22％ 33％ 8％ 0％ 58％ 23％ 9％ 1％ 67％ 57％ 24％ 4％ 16％

千葉県 45％ 20％ 35％ 0％ 53％ 24％ 23％ 0％ 41％ 29％ 29％ 0％ 60％ 40％ 0％ 0％ 47％ 23％ 9％ 21％ 73％ 9％ 18％ 0％

東京都 65％ 24％ 2％ 9％ 90％ 8％ 0％ 3％ 87％ 6％ 0％ 6％ 56％ 15％ 4％ 26％ 62％ 0％ 3％ 35％ 0％ 0％ 0％ 100％

神奈川県 63％ 34％ 3％ 0％ 74％ 0％ 0％ 26％ 71％ 0％ 0％ 29％ 71％ 14％ 14％ 0％ 71％ 29％ 0％ 0％ 71％ 12％ 17％ 0％

新潟県 90％ 0％ 10％ 0％ 89％ 2％ 9％ 0％ 93％ 0％ 7％ 0％ 38％ 0％ 0％ 63％ 68％ 4％ 0％ 28％ 67％ 3％ 5％ 24％

富山県 90％ 3％ 3％ 3％ 97％ 0％ 3％ 0％ 90％ 0％ 5％ 5％ 100％ 0％ 0％ 0％ 86％ 7％ 0％ 7％ 100％ 0％ 0％ 0％

石川県 79％ 19％ 2％ 0％ 74％ 26％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 57％ 43％ 0％ 0％ 18％ 68％ 14％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％

福井県 80％ 20％ 0％ 0％ 24％ 0％ 76％ 0％ 38％ 0％ 63％ 0％ 43％ 0％ 0％ 57％ 9％ 55％ 0％ 36％ 6％ 33％ 6％ 56％

山梨県 63％ 4％ 33％ 0％ 65％ 12％ 23％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 100％ 0％ 14％ 86％ 0％ 0％

長野県 75％ 3％ 4％ 18％ 84％ 1％ 3％ 12％ 93％ 7％ 0％ 0％ 50％ 25％ 10％ 15％ 4％ 50％ 17％ 29％ 0％ 78％ 10％ 12％

岐阜県 83％ 13％ 2％ 2％ 64％ 19％ 3％ 14％ 73％ 18％ 0％ 9％ 90％ 5％ 0％ 5％ 70％ 17％ 3％ 10％ 79％ 13％ 0％ 8％

静岡県 48％ 25％ 25％ 1％ 62％ 12％ 22％ 4％ 68％ 0％ 32％ 0％ 33％ 33％ 0％ 33％ 8％ 61％ 6％ 25％ 78％ 11％ 7％ 4％

愛知県 84％ 12％ 2％ 1％ 86％ 5％ 3％ 6％ 75％ 17％ 0％ 8％ 56％ 19％ 13％ 13％ 25％ 38％ 14％ 23％ 96％ 0％ 3％ 1％

三重県 92％ 4％ 5％ 0％ 87％ 0％ 0％ 13％ 100％ 0％ 0％ 0％ 80％ 5％ 10％ 5％ 75％ 3％ 8％ 14％ 51％ 0％ 12％ 37％

滋賀県 85％ 8％ 8％ 0％ 96％ 4％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 67％ 33％ 0％ 0％ 80％ 20％ 0％ 0％ 57％ 43％ 0％ 0％

京都府 51％ 7％ 13％ 30％ 63％ 10％ 10％ 17％ 33％ 0％ 0％ 67％ 14％ 29％ 0％ 57％ 38％ 16％ 2％ 45％ 44％ 6％ 22％ 28％

大阪府 63％ 15％ 0％ 21％ 79％ 16％ 0％ 4％ 56％ 11％ 0％ 33％ 38％ 38％ 0％ 25％ 45％ 20％ 0％ 35％ 82％ 11％ 7％ 0％

兵庫県 63％ 7％ 0％ 30％ 60％ 3％ 1％ 35％ 69％ 8％ 0％ 23％ 25％ 8％ 0％ 67％ 28％ 7％ 0％ 65％ 6％ 40％ 2％ 52％

奈良県 56％ 19％ 25％ 0％ 67％ 14％ 19％ 0％ 83％ 17％ 0％ 0％ 73％ 0％ 27％ 0％ 41％ 4％ 56％ 0％ 77％ 3％ 20％ 0％

和歌山県 78％ 14％ 8％ 0％ 83％ 13％ 3％ 0％ 63％ 25％ 13％ 0％ 90％ 0％ 10％ 0％ 36％ 57％ 7％ 0％ 30％ 70％ 0％ 0％

鳥取県 58％ 29％ 4％ 8％ 47％ 44％ 0％ 8％ 29％ 57％ 0％ 14％ 67％ 33％ 0％ 0％ 65％ 9％ 0％ 26％ 20％ 40％ 0％ 40％

島根県 96％ 0％ 4％ 0％ 96％ 0％ 4％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 57％ 29％ 14％ 0％ 58％ 31％ 11％ 0％

岡山県 89％ 4％ 0％ 7％ 95％ 5％ 0％ 0％ 88％ 13％ 0％ 0％ 36％ 14％ 0％ 50％ 44％ 3％ 0％ 53％ 61％ 14％ 0％ 24％

広島県 90％ 3％ 0％ 8％ 98％ 0％ 0％ 2％ 94％ 0％ 0％ 6％ 63％ 0％ 0％ 38％ 85％ 0％ 0％ 15％ 90％ 0％ 0％ 10％

山口県 49％ 17％ 9％ 26％ 59％ 10％ 2％ 29％ 41％ 14％ 0％ 45％ 44％ 28％ 11％ 17％ 60％ 0％ 3％ 37％ 76％ 0％ 0％ 24％

徳島県 91％ 5％ 5％ 0％ 92％ 4％ 0％ 4％ 82％ 18％ 0％ 0％ 79％ 21％ 0％ 0％ 81％ 0％ 0％ 19％ 100％ 0％ 0％ 0％

香川県 95％ 2％ 3％ 0％ 94％ 0％ 6％ 0％ 89％ 11％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％ 100％ 0％ 0％ 0％

愛媛県 61％ 19％ 8％ 11％ 88％ 6％ 6％ 0％ 86％ 7％ 0％ 7％ 65％ 18％ 6％ 12％ 52％ 13％ 16％ 19％ 62％ 8％ 19％ 11％

高知県 21％ 2％ 2％ 74％ 23％ 0％ 0％ 77％ 19％ 0％ 0％ 81％ 13％ 0％ 0％ 88％ 20％ 0％ 0％ 80％ 57％ 0％ 0％ 43％

福岡県 66％ 10％ 2％ 22％ 76％ 1％ 3％ 20％ 39％ 3％ 16％ 42％ 18％ 5％ 36％ 41％ 25％ 14％ 9％ 52％ 52％ 17％ 6％ 25％

佐賀県 26％ 7％ 0％ 67％ 34％ 0％ 0％ 66％ 22％ 78％ 0％ 0％ 0％ 92％ 0％ 8％ 0％ 77％ 0％ 23％ 5％ 19％ 0％ 76％

長崎県 54％ 38％ 6％ 3％ 74％ 23％ 3％ 0％ 71％ 29％ 0％ 0％ 20％ 60％ 5％ 15％ 19％ 63％ 13％ 6％ 6％ 50％ 25％ 19％

熊本県 52％ 6％ 0％ 42％ 58％ 4％ 4％ 33％ 29％ 14％ 0％ 57％ 41％ 7％ 0％ 52％ 18％ 24％ 0％ 59％ 63％ 0％ 6％ 31％

大分県 40％ 17％ 0％ 43％ 39％ 8％ 0％ 53％ 20％ 13％ 0％ 67％ 28％ 17％ 0％ 56％ 9％ 9％ 0％ 82％ 31％ 4％ 4％ 62％

宮崎県 28％ 21％ 10％ 41％ 55％ 19％ 3％ 23％ 47％ 27％ 0％ 27％ 11％ 30％ 0％ 59％ 17％ 8％ 17％ 58％ 25％ 7％ 0％ 68％

鹿児島県 74％ 12％ 0％ 14％ 85％ 3％ 0％ 12％ 79％ 0％ 0％ 21％ 19％ 11％ 0％ 69％ 14％ 5％ 0％ 81％ 74％ 15％ 0％ 10％

沖縄県 67％ 13％ 19％ 2％ 84％ 5％ 8％ 3％ 100％ 0％ 0％ 0％ 60％ 0％ 40％ 0％ 86％ 0％ 0％ 14％ 71％ 0％ 19％ 10％

※指定（許可）している介護事業所・施設（休止中除く）の令和７年8月1日時点の届出状況に基づく結果。ただし、一部の自治体では、管理上都度更新を行っているため令和７年８月１日以降の最新情報で回答している場合や、年に１回の
届出の締切時期により令和６年度末時点の情報を回答している場合がある。

※介護事業所・施設数については、各都道府県、各市区町村の回答に基づく集計のため、重複計上等があり得る。ただし、一部の自治体への聞き取り等によりデータ精査を行った。
※広域連合等に所属する市町村についても市町村単位での回答を依頼した。ただし、広域連合等が届出の受理・管理を行っている場合、市町村ごとの事業所数ではなく、広域連合を構成する市町村全体で計上している場合がある。
※「養護老人ホーム」「軽費老人ホーム」で「特定施設入居者生活介護」の指定を受けている場合は、「養護老人ホーム」「軽費老人ホーム」にのみ計上するよう依頼した。
※介護老人福祉施設（地域密着含む）、介護老人保健施設、介護医療院、養護老人ホームは、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、 ③入所者の入院を原則として、受け入れる体制を確保した協力医療機関を定めること（③は

病院に限る）を義務（令和9年3月31日までは経過措置期間）とした。また、軽費老人ホーム、特定施設入居者生活介護（地域密着含む） 、認知症対応型共同生活介護は、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制を確保した協力
医療機関を定めることを努力義務とした。 

○「集計していない」の割合が高い自治体にヒアリングを行ったところ、自治体のシステム仕様上の制約や、協力医療
機関が要件を満たしているかを個別に確認する負担の大きさから、集計が困難としている自治体があった。

○一方で、調査後に手作業で再確認・集計を進めている自治体や今後の集計に向けた管理体制を整備予定の自治体が
あった。
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86.0

66.4
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9.1

0.7
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14.2

1.1

89.7

69.8
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14.5

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①常時相談対応を行う体制

②常時診療を行う体制

③入所者の入院を原則として、受け入
れる体制

協力医療機関は定めているが、①～③
のいずれにも該当しない

無回答
軽費老人ホーム(n=449)

特定施設入居者生活介護(n=632)

認知症対応型共同生活介護(n=620)
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88.8 

10.0 

0.0 

94.1 

92.9 

90.1 

1.2 

0.3 

87.0 

78.1 

72.2 

6.4 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①常時相談対応を行う体制

②常時診療を行う体制

③入所者の入院を原則として、受け入
れる体制

協力医療機関は定めているが、①～③
のいずれにも該当しない

無回答

介護老人福祉施設(n=1,089)

介護老人保健施設(n=448)

介護医療院(n=322)

養護老人ホーム(n=424）

【協力医療機関の定めの状況】

○各要件をみると、いずれのサービスもおおむね「①常時相談対応を行う体制」の割合が最も高く、「②常時診療を
行う体制」、「③入所者の入院を原則として、受け入れる体制」（限る）の順に、割合が低くなった。

○また、「協力医療機関を定めているが、①～③いずれにも該当しない」に該当する高齢者施設等が一定数存在し
た。

３．調査結果概要

図表１０ ①～③の要件ごとの定めの状況【複数回答】

【施設系サービス・養護老人ホーム】※１ 【居住系サービス・軽費老人ホーム】※２

１～３、６、７ 問５（１）、（２）２）、４、５ 問５（２）、（３）２）

※2.協力医療機関数に回答があったものを集計した。
なお、居住系サービス・軽費老人ホームについては、
①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制
を確保した協力医療機関を定めることを努力義務とした。

※1.協力医療機関数に回答があったものを集計した。
なお、施設系サービス・養護老人ホームについては、
①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、
③入所者の入院を原則として、受け入れる体制を確保
した協力医療機関を定めること（③は病院に限る）を
義務（令和9年3月31日までは経過措置期間）とした。

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

施設調査

8



介護保険施設に対して備えている体制
○ 介護保険施設の協力医療機関の要件として定められている「常時の相談体制」「常時の診療体制」「常

時の入院受入体制」の３つの要件のうち、連携する施設に対して提供している体制を入院料ごとに示す。
○ 急性期一般入院料１を算定する急性期病棟のみの医療機関では、３要件全てを満たしている施設の割合

は低く、地域包括医療病棟や地域包括ケア病棟を有する医療機関では３要件全てを満たす施設の割合が
高かった。

出典：令和７年度入院・外来医療等における実態調査（施設票（A票・B票））

協力医療機関の３要件のうち、連携する施設に提供している体制

診調組 入－１
７ ． ８ ． ２ ８
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【要件を満たす協力医療機関の種別】
○要件を満たす協力医療機関の種別について、特定施設入居者生活介護では「在宅療養支援診療所（無床）」が

最も高く、その他の高齢者施設等は「上記以外の病院」が高かった。

３．調査結果概要

図表１４ 要件を満たす協力医療機関の種別
１～３、６、７ 問５（２）３）８）、４、５ 問５（３）３）８）

【施設系サービス・養護老人ホーム※１、３、４】 【居住系サービス・軽費老人ホーム※２、３、４】

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

施設調査

14.2

3.1

23.4

35.3

1.7

7.6

0.6

11.6

17.6

6.0

12.4

23.1

1.3

26.8

2.5

14.7

15.3

3.4

15.5

30.4

2.1

16.6

1.7

17.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

在宅療養支援病院

在宅療養後方支援病院

地域包括ケア病棟（２００床未満）を

有する病院

上記以外の病院

在宅療養支援診療所（有床）

在宅療養支援診療所（無床）

在宅療養支援診療所（不明）

「在宅療養支援診療所」以外の診療所

軽費老人ホーム(n=654)

特定施設入居者生活介護(n=1,439)

認知症対応型共同生活介護(n=1,012)

19.2

9.6

31.2

36.0

0.8

3.7

0.8

10.8

20.8

10.3

36.8

37.8

1.1

1.5

0.6

5.7

16.7

6.8

33.9

43.2

2.6

1.8

0.2

6.6

16.0

9.2

28.7

37.8

0.6

2.9

1.2

12.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

在宅療養支援病院

在宅療養後方支援病院

地域包括ケア病棟（２００床未満）を

有する病院

上記以外の病院

在宅療養支援診療所（有床）

在宅療養支援診療所（無床）

在宅療養支援診療所（不明）

「在宅療養支援診療所」以外の診療所

介護老人福祉施設(n=1,994)

介護老人保健施設(n=806)

介護医療院(n=454)

養護老人ホーム(n=682)

※1.施設系サービス・養護老人ホームは、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、③入所者の入院を原則として、受け入れる体制を確保した協力医療機関を定め
ること（③は病院に限る）を義務（令和9年3月31日までは経過措置期間）とした。

※2.居住系サービス・軽費老人ホームについては、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制を確保した協力医療機関を定めることを努力義務とした。
※3. ①～③の要件のいずれか又は全てを満たす協力医療機関の回答を集計した（調査では、全ての高齢者施設等において、①～③の要件を満たす協力医療機関に関する回答を

得た。）。
※4.無回答を除いて集計した。 10



協力医療機関となっている施設数の分布

出典：令和７年度入院・外来医療等における実態調査（施設票（A票・B票））

○ 各入院料を算定する医療機関や病棟の組合せごとの協力医療機関となっている施設数の分布は以下のとおり。
○ いずれの入院料においても0-5件が最多であるものの、急性期一般入院料２-６を算定するケアミックス型の医

療機関、地域包括医療病棟を有する医療機関、地域包括ケア病棟を有する医療機関では、より多くの協力対象施
設を有する医療機関の割合が高かった。

○ 地域包括ケア病棟では入退院支援加算１で５件以上の介護保険施設等の協力医療機関になることが望ましいと
されているものの、半数程度の施設では協力医療機関となっている施設数が５件以下であった。

協力医療機関となっている施設数（他のグラフも同じ）

施設数

診調組 入－１
７ ． ８ ． ２ ８
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協力医療機関となっている施設の類型毎の数

○ 入院料別にみると、急性期一般入院料１を算定する病棟や、地域包括医療病棟を有する医療機関
で協力医療機関となっている施設の数が多かった。病棟の組合せでは、急性期一般入院料単独よ
りケアミックス型の病院で協力医療機関の数が多かった。

○ 施設の類型別では、特別養護老人ホームや介護老人保健施設の件数が多く、入院料ごとの傾向の
差は目立たなかった。

出典：令和７年度入院・外来医療等における実態調査（施設票（A票・B票））

急性期１(n=42) 急性期２-６(n=22) 急性期１(n=55) 急性期２-６（n=101) 地域包括医療病棟(n=30) 地域包括ケア病棟(n=394)

介護医療院 0.2 0.2 0.3 0.1 0.1 0.2

介護老人保健施設 2.2 1.1 2.7 1.8 2.0 1.6

特別養護老人ホーム 2.5 2.2 4.4 3.4 5.1 3.1

養護老人ホーム 0.2 0.1 0.3 0.2 0.3 0.2

軽費老人ホーム 0.2 0.3 0.3 0.2 0.4 0.2

特定施設入居者生活介護 0.5 0.2 0.2 0.3 0.1 0.3

認知症グループホーム 0.8 0.5 1.7 1.4 1.6 1.4

有料老人ホーム 1.2 0.4 2.2 2.4 3.4 1.8

サービス付高齢者向け住宅 0.8 0.8 1.2 0.8 0.8 0.5

障害者支援施設 2.1 0.1 1.2 0.8 0.9 0.7

その他の施設 1.4 0.1 2.0 0.7 0.9 0.9

合計 12.1 6.0 16.6 12.1 15.6 10.9

急性期のみ ケアミックス型 以下の病棟を有する医療機関（一部再掲）

診調組 入－１
７ ． ８ ． ２ ８
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特定の医療機関と協議を行っており、

年度内には定められる見込み

特定の医療機関と協議を行っているが、

年度内に定められるか未定

周辺の医療機関に協議を行うことを予定している

協議を受けてくれる医療機関が見つからず、

医師会に相談している

協議を受けてくれる医療機関が見つからず、

自治体に相談している

その他

まだ検討を行っていない

介護老人福祉施設(n=123)

介護老人保健施設(n=25)

介護医療院(n=10)

養護老人ホーム(n=14)

6.4

23.1

16.7

1.3

1.3

12.8

46.2

19.2

23.1

9.6

1.9

0.0

11.5

34.6

21.0

12.3

7.4

0.0

1.2

9.9

49.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

特定の医療機関と協議を行っており、

年度内には定められる見込み

特定の医療機関と協議を行っているが、

年度内に定められるか未定

周辺の医療機関に協議を行うことを予定している

協議を受けてくれる医療機関が見つからず、

医師会に相談している

協議を受けてくれる医療機関が見つからず、

自治体に相談している

その他

まだ検討を行っていない

軽費老人ホーム(n=78)

特定施設入居者生活介護(n=52)

認知症対応型共同生活介護(n=81)

【要件を満たす協力医療機関を定めていない場合について】
○要件を満たす協力医療機関を定めていない施設系サービス・養護老人ホームにおける現在の進捗状況について、「まだ検討を行って

いない」は21.4％～50.0％であった。
○要件を満たす協力医療機関を定めていない居住系サービス・軽費老人ホームにおける現在の進捗状況について、「まだ検討を行って

いない」は34.6％～49.4％であった。
○一方で、「その他」を除く進捗段階に関する選択肢を選択し、協力医療機関を定めるための取組を行っていた施設・事業者も一定数み

られた。

３．調査結果概要

図表１７ 要件を満たす協力医療機関を定めていない高齢者施設等における現在の進捗状況【複数回答】 １～７ 問７（１）

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

施設調査

【施設系サービス・養護老人ホーム※１、３、４】

※1.施設系サービス・養護老人ホームについては、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、③入所者の入院を原則として、受け入れる体制を確保した協力医療機関を定める
こと（③は病院に限る）を義務（令和9年3月31日までは経過措置期間）とした。

※2.居住系サービス・軽費老人ホームについては、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制を確保した協力医療機関を定めることを努力義務とした。
※3.要件を満たす協力医療機関を定めていない高齢者施設等の回答を集計した。なお、無回答が多かったため、無回答を除いた。
※4.「まだ検討を行っていない」とそれ以外の選択肢は、両方選択することはできず、「まだ検討を行っていない」以外は複数選択可能となっている。

【居住系サービス・軽費老人ホーム※２，３，４】
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「協力医療機関の定めに向けて現在の進捗状況」として、
「まだ検討を行っていない」と回答した高齢者施設等へのヒアリング結果

14

○令和７年度に実施した「高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査」に
おいて、要件を満たす協力医療機関を定めておらず、「協力医療機関の定めに向けて現在の進捗状況」において、
「まだ検討を行っていない」と回答した事業所に対してヒアリング調査を行った結果は次のとおりであった。

○「要件を満たす協力医療機関を定めた」と回答した事業所が介護医療院を除き半数を超える中、「要件を満たす協力
医療機関を定めていない」と回答した事業所では、「経過措置期間終了までに対応する予定がある」や「要件を満た
す協力医療機関の候補がある」と回答した事業所があった一方で、対応予定がない事業所（下記、表中の「上記のい
ずれにも該当しない」）からは、「離島にあるため、入院できる施設がそもそも無い」という回答があった。

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 養護老人ホーム

要件を満たす協力医療機関を定めていない事業所数（A） 123 25 10 14

そのうち「まだ検討を行っていない」と回答した事業所（B）
（B/A）

30
（24.4%）

11
（44.0%）

5
（50.0%）

4
（28.6%）

↓ ↓ ↓ ↓

要件を満たす協力医療機関を定めた
20

（66.7%）
8

（72.7%）
1

（20.0%）
2

（50.0%）

要件を満たす協力医療機関を定めていない（C）
8

（26.7%）
2

（18.2%）
2

（40.0%）
2

（50.0%）

不通等により状況不明
2

（6.7%）
1

（9.1%）
2

（40.0%）
0

（0.0%）

↓ ↓ ↓ ↓

経過措置期間終了までに対応する予定がある
7

（87.5%）
2

（100.0%）
2

（100.0%）
2

（100.0%）

要件を満たす協力医療機関の候補がある
7

（87.5%）
1

（50.0%）
2

（100.0%）
2

（100.0%）

経過措置期間終了までに、医療機関との協議や
医師会・自治体等への相談を予定している

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

0
（0.0%）

上記のいずれにも該当しない
1

（12.5%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）
0

（0.0%）

区分
（回答の流れ）

サービス種別（各セルの上段：事業所数、下段：割合）
設問・回答選択肢

③ 令和8年5月時点で
要件を満たす協力
医療機関を定めて
いない事業所の

対応状況
※複数回答

② 前回「まだ検討を
行っていない」と
回答した事業所の
令和8年5月時点

の状況

① 要件を満たす
協力医療機関を
定めていない

事業所数

令和8年5月時点でも要件を満たす協力医療機関を定めていない事業所の対応状況
【母数C：上記②で「定めていない」と回答した事業所】（複数回答）

令和8年5月時点の状況
【母数B：上記①で「まだ検討を行っていない」と回答した事業所】（単一回答）



【周辺に医療機関が少ない（またはない）地域の状況について】
○要件を満たす協力医療機関を定めている高齢者施設等の割合を地域別にみると、「全部過疎」、「一部過疎」は非

該当地域に比べ「定めている」割合は同程度であった。
○二次医療圏地域別にみても、過疎地域型は大都市型と「定めている」割合が同程度であった。

３．調査結果概要

図表２０ 地域別※１

要件を満たす協力医療機関の状況（全サービス）※２

図表２１ 地域別※１

要件を満たす協力医療機関を定めていない高齢者施設等のうち
周辺に医療機関が少ない（またはない）と回答した割合※３

図表２２ 二次医療圏地域別※４

要件を満たす協力医療機関の要件の状況（全サービス）※２

図表２３ 二次医療圏地域別※４

要件を満たす協力医療機関を定めていない高齢者施設等のうち
周辺に医療機関が少ない（またはない）と回答した割合※３

※1.過疎地域の持続発展支援に関する特別措置法対象で区分した。
※2.調査期間（令和７年9月～11月）における高齢者施設等からの回答を集計

した。
※3.要件を満たす協力医療機関を定めていない高齢者施設等の回答を集計し

た。なお、無回答が多かったため、無回答を除いて集計した。

※4.二次医療圏を、（人口が100万人以上）又は（人口密度が2,000人／km²）の条件を満た
す二次医療圏を大都市型、（人口が20万人以上）又は（人口10～20万人 かつ 人口密度
200人／km²以上）の条件を満たす二次医療圏を地方都市型、その他を過疎地域型に区分

（日本医師会総合政策研究機構作成資料を参考に作成）した。

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

施設調査

69.3

70.6

67.1

72.4

69.4

30.7

29.4

32.9

27.6

30.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=4,242)

全部過疎(n=708)

一部過疎(n=623)

みなし過疎(n=58)

非該当(n=2,853)

定めている 定めていない

69.3

69.1

68.6

71.3

30.7

30.9

31.4

28.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=4,242)

大都市型(n=1,251)

地方都市型(n=2,210)

過疎地域型(n=781)

定めている 定めていない

調査数 周辺に医療機関が少ない（またはない）

全体 433 15.5%

全部過疎 67 37.3%

一部過疎 60 23.3%

みなし過疎 4 0.0%

非該当 302 9.3%

調査数 周辺に医療機関が少ない（またはない）

全体 433 15.5%

大都市型 141 5.0%

地方都市型 221 15.4%

過疎地域型 71 36.6%
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807, 46.4%

751, 43.1%

102, 5.9%

30, 1.7% 51, 2.9%

0病院 1～3病院 4～6病院 7～9病院 10病院以上

【周辺に医療機関が少ない（またはない）地域の状況について】
○市区町村ごとの病院数（※１）でみた要件を満たす協力医療機関を定めている施設サービス・養護老人ホームの割

合は、 10病院以上存在する市区町村で高かった。
○要件を満たす協力医療機関を定めていない施設系サービス・養護老人ホームのうち、 「周辺に医療機関が少ない

（またはない）」と回答した割合は、市区町村ごとの病院数（※１）が増えると低くなっていた。

３．調査結果概要

図表２４ 市区町村ごとの病院数※1でみた
協力医療機関の要件の状況

 【施設系サービス・養護老人ホーム】※２

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

施設調査

図表２５ 市区町村ごとの病院数※１でみた要件を満たす
協力医療機関を定めていない高齢者施設等のうち

「周辺に医療機関が少ない（またはない）」と回答した割合
【施設系サービス・養護老人ホーム】※３

※1.市区町村ごとの在宅療養支援病院、在宅療養後方支援病院、地域包括ケア病棟を有する
病院（許可病床数200未満の病院に限る）のいずれかを含む病院数（令和6年度病床機能
報告）とした。

※2.調査期間（令和７年9月～11月）における施設サービス・養護老人ホームからの回答を
集計した。

※3.要件を満たす協力医療機関を定めていない施設サービス・養護老人ホーム回答を集計
した。なお、無回答が多かったため、無回答を除いて集計した。

71.6

72.4

70.5

70.7

71.2

77.7

28.4

27.6

29.5

29.3

28.8

22.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=2,411)

0病院（n=460）

1～3病院(n=1,182）

4～6病院(n=368)

7～9病院(n=163)

10病院以上(n=238)

定めている 定めていない

調査数 周辺に医療機関が少ない（まはたない）

全体 222 18.9%

0病院 43 27.9%

1～3病院 109 20.2%

4～6病院 37 16.2%

7～9病院 17 11.8%

10病院以上 16 0.0%

図表２６ 市区町村ごとの病院数※1

（参考）

n=1,741
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協力医療機関を担うことを断った理由

○ 協力医療機関となることを断ったことがある施設における断った理由は、「常時診療を行う体制の確保が困
難」「常時相談対応を行う体制の確保が困難」「すでに複数施設と連携しており、拡充が困難」が多かった。

出典：令和7年度入院・外来医療等における実態調査 （施設調査票（A票、B票））

30.1%

25.8%

20.4%

14.0%

29.0%

8.6%

1.1%

4.3%

32.3%

0% 10% 20% 30% 40%

診療の求めがあった場合に、常時、診療を行う体制を確保することが困難であるため
(n=28)

入所者の急変時等において、常時、相談対応を行う体制を確保することが
困難であるため(n=24)

入院を要すると認められた入所者を原則として受け入れる体制を確保することが
困難であるため(n=19)

介護施設の入所者（認知症患者等）の対応をする体制が整っていないため(n=13)

すでに複数の介護施設と連携しており、更なる連携先の拡充が困難であるため(n=27)

経営上のメリットが感じられないため(n=8)

施設との金銭的な合意に至らなかったため(n=1)

過去に施設とのトラブルを経験したことがあるため(n=4)

その他(n=30)

協力医療機関を担うことを断った理由 (回答施設数=93)

診調組 入－１
７ ． ８ ． ２ ８
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【協力医療機関連携加算の状況】
○介護老人福祉施設は37.6％、介護老人保健施設は58.3％、介護医療院は51.8％が、（50単位/月）を算定していた

（３つの要件を満たす協力医療機関を定めている場合に算定可）。
○特定施設入居者生活介護は61.5％、軽費老人ホームは36.7％が （100単位/月）を算定していた（２つの要件を満

たす協力医療機関を定めている場合に算定可）。

３．調査結果概要

図表２９ 協力医療機関連携加算の状況（施設系サービス）※１ 図表３０ 協力医療機関連携加算の状況（居住系サービス）※２、３

１～３ 問８（１） ４～７ 問８（１）

※1.施設系サービスの50単位／月は、 ①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、 ③入所者の入院を原則として、受け入れる体制（③
は病院に限る） の3つの要件を満たす協力医療機関を定めていると回答した施設の回答を集計した。なお、3つの要件を満たさず50単位／月を
選んだ場合及び無回答を除いて集計した。

※2.居住系サービスの100単位／月は、 ①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制の２つの要件を満たす協力医療機関を定めていると
回答した事業所の回答を集計した。なお、2つの要件を満たさず100単位／月を選んだ場合及び無回答を除いて集計した。

※3.養護老人ホーム、軽費老人ホームについては、特定施設入居者生活介護の指定を受けている事業所のみ集計した。

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

施設調査

介護老人福祉施設

(n=1,013)

介護老人保健施設(n=422)

介護医療院(n=313)

37.6 

58.3 

51.8 

4.8 

4.5 

5.4 

57.6 

37.2 

42.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（５０単位／月）を算定している（協力医療機関の３要件（①～③）を満たす場合）

（５単位／月）を算定している（上記以外の場合）

算定していない

養護老人ホーム(n=215)

軽費老人ホーム(n=139)

特定施設入居者生活介護
(n=553)

認知症対応型共同生活介
護(n=580)

29.8 

36.7 

61.5 

32.2 

5.1 

8.6 

12.5 

11.4 

65.1 

54.7 

26.0 

56.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１００単位／月）を算定している（協力医療機関の２要件（①・②）を満たす場合）

（４０単位／ 月）を算定している（上記以外の場合）

算定していない
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8.1

9.6

12.3

46.3

23.2

25.7

6.5

9.6

7.6

7.0

52.9

17.2

35.0

5.7

6.0

6.0

6.7

40.3

14.9

35.1

9.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要件①を満たす協力医療機関が見つかっていない

要件②を満たす協力医療機関が見つかっていない

要件③を満たす協力医療機関が見つかっていない

定期的な会議の負担が重く、会議を行えていない

要件を満たすために協力医療機関を複数定めていて、

それぞれと会議を行う必要があり、負担が重い

その他

無回答

介護老人福祉施設(n=583)

介護老人保健施設(n=157)

介護医療院(n=134)

【協力医療機関連携加算を算定しない理由】
○協力医療機関連携加算を算定しない理由として、施設系サービス、居住系サービスともに、「定期的な会議の負担

が重く、会議を行えていない」の割合が相対的に高かった。

３．調査結果概要

図表３３ 協力医療機関連携加算を算定しない理由【複数回答】
（施設系サービス）※１

図表３４ 協力医療機関連携加算を算定しない理由【複数回答】
（居住系サービス）※１、２

４～７ 問８（１）４）１～３ 問８（１）４）

※1.協力医療機関連携加算を算定していないと回答があったものを集計した。
※2.養護老人ホーム、軽費老人ホームについては、特定施設入居者生活介護の指定を受けている事業所のみを集計した。

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

10.7

7.9

37.9

16.4

45.7

4.3

7.9

11.8

39.5

19.7

40.8

5.3

12.5

9.0

43.8

24.3

31.9

9.0

12.8

12.2

39.4

15.9

29.1

17.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要件①を満たす協力医療機関が見つかっていない

要件②を満たす協力医療機関が見つかっていない

定期的な会議の負担が重く、会議を行えていない

要件を満たすために協力医療機関を複数定めていて、

それぞれと会議を行う必要があり、負担が重い

その他

無回答

養護老人ホーム(n=140)

軽費老人ホーム(n=76)

特定施設入居者生活介護(n=144)

認知症対応型共同生活介護

(n=327)

施設調査
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協力医療機関連携加算に係る要件変更について

○ 令和６年度診療報酬・介護報酬の同時改定において、介護保険施設等に対して、入所者の病状急変時等に相談・診療
を常時行う体制や、入院が必要な場合に原則受け入れる体制を確保している協力医療機関を定めることが、３年間の
経過措置期間を設けた上で義務化された。

○ また、令和６年度診療報酬改定では、介護保険施設等の入所者の病状急変時における適切な対応及び施設内における
生活の継続支援を推進する観点から「協力対象施設入所者入院加算」を、介護保険施設等に入所している高齢者が可
能な限り施設内における生活を継続できるよう支援する観点から「介護保険施設等連携往診加算」を新設した。
※「協力対象施設入所者入院加算」、「介護保険施設等連携往診加算」の共通するカンファレンス要件としては、ＩＣＴによる情報共有を行う場合

は年３回以上、ＩＣＴによる情報共有を行わない場合は１月に１回以上の頻度で開催

○ さらに令和６年度介護報酬改定では、施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の下で
より適切な対応を行う体制を確保する観点から「協力医療機関連携加算」を新設した。
※「協力医療機関連携加算」の定期的な会議の開催としては、概ね月に１回以上開催されている必要があること、電子的システムにより当該協力医

療機関において、当該高齢者施設等の入所者の情報が随時確認できる体制が確保されている場合には、定期的に年３回以上開催

○ 令和８年度診療報酬改定に向けた中医協では、「協力対象施設入所者入院加算」を届出できない理由として、ＩＣＴ
による情報共有の体制整備やカンファレンス要件が困難と回答した施設が多かったことを踏まえ、同加算等に関し、顔
の見える関係の構築や必要な場合の患者情報の共有を適切に行うとともに、医療機関が多数の施設と連携することが可
能となるためのカンファレンスの頻度等、その要件の在り方を論点として議論が行われた。

○ また、令和７年度に実施した「高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調
査研究事業」の改定検証調査では、「協力医療機関連携加算」を算定できない理由として、全ての高齢者施設等にお
いて、「その他」を除くと、「定期的な会議の負担が重く、会議を行えていない」が最も多く、介護老人福祉施設は
46.3％、介護老人保健施設は52.9%、介護医療院は40.3％であった。

○ 令和８年度診療報酬改定では、協力医療機関と介護保険施設等とで行うカンファレンスの頻度について、有機的な連
携体制を保ちつつ業務効率化を図る観点から、ＩＣＴによる情報共有を行う場合は年１回、ＩＣＴによる情報共有を
行わない場合は原則年３回へと見直された。

○ こうした状況を踏まえ、協力医療機関連携加算に係る要件変更として、協力医療機関と介護保険施設等とで行う定期
的な会議の開催頻度は、令和８年度診療報酬改定と同様の開催頻度とし、ＩＣＴによる情報共有を行う場合は年１回、
ＩＣＴによる情報共有を行わない場合は原則年３回へと見直すこととする。 20
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【要件を満たす協力医療機関を定めた場合について】

○要件を満たす協力医療機関を定めることによる効果では、施設系、居住系ともに「利用者の健康管理が的確・迅
速に行えるようになった」、「協力医療機関に気軽に相談できるようになった」等の効果がみられた。

○要件を満たす協力医療機関を定めたことによって生じた課題では、施設系、居住系ともに「特にない」が５割を超え
ていた。

３．調査結果概要

図表２７ 要件を満たす協力医療機関を定めることによる効果【複数回答】

【施設系サービス・
養護老人ホーム※１】

【居住系サービス・
軽費老人ホーム※２】

１～７ 問６（１）

※1.施設系サービス・養護老人ホームについては、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、 ③入所者の入院を原則として、受け入れる体制（③は病院に限る）を確保した
協力医療機関を定めることを義務（令和9年3月31日までは経過措置期間）とした。

※2.居住系サービス・軽費老人ホームについては、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制を確保した協力医療機関を定めることを努力義務とした。

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

図表２８ 要件を満たす協力医療機関を定めたことによって生じた課題【複数回答】
１～６ 問６（２）

施設調査

【施設系サービス・
養護老人ホーム※１】

【居住系サービス・
軽費老人ホーム※２】

調査数

利用者の健
康管理が的
確・迅速に行
えるように
なった

医療的知識
や医療ニーズ
への対応力
向上につな

がった

利用者や家
族の安心感
が増した

施設の信頼
感が増した

協力医療機
関からの報
告・連絡がス
ムーズになっ

た

協力医療機
関に気軽に相
談できるよう
になった

特にない その他 無回答

介護老人福祉施設 759 59.6% 38.7% 43.5% 28.7% 47.2% 58.9% 15.4% 1.2% 1.8%
介護老人保健施設 378 56.3% 39.4% 40.7% 28.3% 54.0% 59.8% 10.6% 1.3% 4.0%
介護医療院 286 46.9% 29.4% 45.1% 29.0% 42.0% 42.3% 16.8% 1.7% 8.7%
養護老人ホーム 304 52.3% 30.3% 29.9% 17.1% 42.1% 53.0% 19.4% 2.0% 3.9%

軽費老人ホーム 315 56.2% 32.4% 52.1% 28.6% 43.8% 59.0% 11.1% 1.0% 3.2%
特定施設入居者生活介護 477 74.8% 48.8% 66.9% 45.3% 53.9% 63.7% 8.4% 0.6% 6.9%
認知症対応型共同生活介護 420 78.3% 50.7% 66.7% 42.4% 54.0% 70.7% 5.2% 0.2% 3.8%

調査数
利用者情報
の共有が円
滑に行えない

役割分担や
対応体制が
不十分であっ

た

協定コスト等
のコストが負
担となってい

る

連携するため
の労力や時
間が増えた

協力医療機
関以外の医
療機関へ相
談しにくくなっ

た

期待した効果
がみられない

特にない その他 無回答

介護老人福祉施設 759 5.1% 6.3% 5.1% 25.6% 4.2% 9.6% 54.3% 3.2% 3.2%
介護老人保健施設 378 5.6% 6.1% 0.8% 28.0% 0.8% 4.2% 56.9% 1.3% 5.6%
介護医療院 286 3.8% 3.5% 1.0% 17.8% 0.0% 3.1% 65.7% 1.4% 9.1%
養護老人ホーム 304 4.6% 3.6% 3.6% 19.1% 3.9% 6.3% 63.2% 0.7% 5.3%

軽費老人ホーム 315 5.4% 6.0% 1.6% 13.3% 3.2% 8.3% 66.3% 2.2% 3.8%
特定施設入居者生活介護 477 4.0% 6.5% 2.1% 15.1% 4.6% 5.2% 63.9% 0.8% 8.4%
認知症対応型共同生活介護 420 4.0% 5.5% 2.1% 14.8% 4.8% 4.8% 63.1% 1.7% 7.6%
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協力医療機関として提供している医療等の内容

○ 協力医療機関として実施している医療等としては、「入所者の診療受入」「入所者の入院受入体制の確
保」「受け入れられない場合の入院希望患者の紹介」「訪問診療の提供」が多かった。

○ 地域包括医療病棟を有する医療機関と、地域包括ケア病棟を有する医療機関とで傾向の違いはなかった。

出典：令和7年度入院・外来医療等における実態調査 （施設調査票（A票、B票））

31.5%

27.0%

89.9%

23.6%

78.7%

87.6%

53.9%

49.4%

46.1%

80.9%

29.2%

40.4%

35.1%

26.5%

88.5%

30.9%

84.2%

81.9%

58.9%

45.2%

45.2%

79.8%

37.4%

47.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

緊急の場合の対応（配置医師に代わりオンコール対応）

緊急の場合の対応（配置医師のオンコール対応を補助）

入所者の診療（外来）の受け入れ

入所者への往診

入院を要すると認められた入所者を原則として受け入れる体制を確保していること

やむを得ず入院受け入れできない場合の、他医療機関への入院希望患者の紹介

貴院への入院希望者に対する、24時間診療可能な体制に関する事前説明

３ヵ月に１回以上の入院希望患者に関する情報交換

外来診療の提供

訪問診療の提供

死亡診断

その他

診
療

の
求

め
が

あ
っ

た
場

合

に
、

常
時

、
診

療
を

行
う

以

下
の

体
制

を
確

保
し

て
い

る

こ
と

協力医療機関として実施している内容

地域包括医療病棟を有する施設(n=89) 地域包括ケア病棟を有する施設(n=818)

診調組 入－１
７ ． ８ ． ２ ８
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【入院患者の状況】

○医療機関に入院となった入所者等の搬送方法について、認知症対応型共同生活介護を除き、要件を満たす協力
医療機関を定めている高齢者施設等の方が、要件を満たす協力医療機関を定めていない高齢者施設等よりも
「自施設の車両」による搬送の割合が高かった。

○介護老人福祉施設、介護老人保健施設、養護老人ホーム、特定施設入居者生活介護では、要件を満たす協力医
療機関を定めている高齢者施設等の方が、要件を満たす協力医療機関を定めていない高齢者施設等よりも「救
急車」による搬送の割合が低かった。

３．調査結果概要

図表４５ 搬送方法

１～３、６、７ 問５（２）２）、４、５ 問５（３）２） １～４ 問１２（１２）、５，６ 問１２（１１）、７ 問１１（１１）

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

施設調査

要件を満たす
協力医療機関※

自施設の車両
医療機関の

車両
救急車 タクシー

利用者の家族
等の車両

その他 無回答

介護老人福祉施設 定めている(n=1,364) 58.7% 1.2% 31.5% 1.5% 0.7% 3.0% 3.4%

定めていない(n=600) 52.3% 0.3% 37.2% 1.8% 0.5% - 7.8%

介護老人保健施設 定めている(n=825) 40.0% 1.9% 35.0% 2.2% 2.3% 13.3% 5.2%

定めていない(n=132) 34.1% 4.5% 43.9% 1.5% 2.3% 6.8% 6.8%

介護医療院 定めている(n=147) 19.7% 1.4% 11.6% 0.7% 0.0% 56.5% 10.2%

定めていない(n=17) 11.8% 0.0% 5.9% 5.9% 0.0% 58.8% 17.6%

養護老人ホーム 定めている(n=365) 57.0% 0.5% 26.6% 5.8% 3.6% 1.1% 5.5%

定めていない(n=240) 52.1% 0.8% 27.1% 5.8% 4.2% 1.3% 8.8%

軽費老人ホーム 定めている(n=244) 32.8% 1.6% 45.1% 2.5% 11.5% 6.1% 0.4%

定めていない(n=157) 19.7% 0.6% 44.6% 7.6% 16.6% 8.9% 1.9%

特定施設入居者生活介護 定めている(n=522) 25.3% 2.3% 53.4% 2.7% 4.6% 8.2% 3.4%

定めていない(n=154) 20.1% 4.5% 57.8% 5.2% 3.2% 1.3% 7.8%

認知症対応型共同生活介護 定めている(n=134) 29.1% 3.7% 52.2% 4.5% 4.5% 6.0% 0.0%

定めていない(n=94) 38.3% 1.1% 50.0% 4.3% 3.2% 2.1% 1.1%

※介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、養護老人ホームは、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、 ③入所者の入院を原則として、受け入れる体制
（③は病院に限る）を確保した協力医療機関を定めることを義務（令和9年3月31日までは経過措置期間）とした。
軽費老人ホーム、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護は、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制を確保した協力医療機関とした。
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【入院患者の状況】
○＃７１１９の活用について、「利用しなかった」の割合が高かった。
○入院先の医療機関との事前調整をしたかについて、 介護老人保健施設 、介護医療院では、要件を満たす協力医

療機関の定めに関わらず、 「はい（事前調整している）」の割合が、７割～９割であったところ、介護老人福祉施設
では、要件を満たす協力医療機関を定めている施設では、「はい（事前調整している）」の割合が、 ７割であった。

○また、それらの施設のうち、介護老人福祉施設、介護医療院では、要件を満たす協力医療機関を定めている施設
の方が、定めていない施設よりも、 「はい（事前調整している）」の割合が高かった。

３．調査結果概要

図表４６ ＃７１１９の活用状況

１～３、６、７ 問５（２）２）、４、５ 問５（３）２） １～４ 問１２（１１）、５，６ 問１１（１０）、７ 問１０（１０）

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

施設調査

図表４７ 入院先の医療機関との事前調整

１～３、６、７ 問５（２）２）、４、５ 問５（３）２） １～４ 問１２（１２）１）、５，６ 問１１（１１）１）、７ 問１０
（１１）１）

要件を満たす
協力医療機関※

利用した
利用しな
かった

無回答

介護老人福祉施設 定めている(n=1,364) 2.2% 94.1% 3.7%

定めていない(n=600) 2.7% 91.7% 5.7%

介護老人保健施設 定めている(n=825) 1.9% 94.9% 3.2%

定めていない(n=132) 2.3% 89.4% 8.3%

介護医療院 定めている(n=147) 2.7% 90.5% 6.8%

定めていない(n=17) 29.4% 52.9% 17.6%

養護老人ホーム 定めている(n=365) 2.5% 92.3% 5.2%

定めていない(n=240) 2.5% 88.3% 9.2%

軽費老人ホーム 定めている(n=244) 2.9% 96.3% 0.8%

定めていない(n=157) 5.1% 93.0% 1.9%

特定施設入居者生活介護 定めている(n=522) 4.2% 93.3% 2.5%

定めていない(n=154) 5.8% 90.9% 3.2%

認知症対応型共同生活介護 定めている(n=134) 5.2% 92.5% 2.2%

定めていない(n=94) 6.4% 92.6% 1.1%

要件を満たす
協力医療機関※

はい いいえ 無回答

介護老人福祉施設 定めている(n=1,364) 68.7% 27.6% 3.7%

定めていない(n=600) 58.5% 33.2% 8.3%

介護老人保健施設 定めている(n=825) 74.4% 20.7% 4.8%

定めていない(n=132) 75.8% 17.4% 6.8%

介護医療院 定めている(n=147) 85.7% 6.8% 7.5%

定めていない(n=17) 82.4% 0.0% 17.6%

養護老人ホーム 定めている(n=365) 57.8% 36.7% 5.5%

定めていない(n=240) 53.3% 37.5% 9.2%

軽費老人ホーム 定めている(n=244) 53.7% 45.9% 0.4%

定めていない(n=157) 47.8% 51.0% 1.3%

特定施設入居者生活介護 定めている(n=522) 62.1% 34.7% 3.3%

定めていない(n=154) 56.5% 35.7% 7.8%

認知症対応型共同生活介護 定めている(n=134) 55.2% 44.8% 0.0%

定めていない(n=94) 56.4% 42.6% 1.1%

※介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、養護老人ホームは、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制、 ③入所者の入院を原則として、受け入れる体制
（③は病院に限る）を確保した協力医療機関を定めることを義務（令和9年3月31日までは経過措置期間）とした。
軽費老人ホーム、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護は、①常時相談対応を行う体制、②常時診療を行う体制を確保した協力医療機関とした。
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【ヒアリング調査】

○高齢者施設等と医療機関との連携に向けては、関係者間の協議・検討の場の運営や理解醸成、実態把握のほか、
医療機関リストの作成・情報提供や医療機関とのマッチングに取り組んでいる自治体もあった。

３．調査結果概要
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（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

■高齢者施設等と医療機関の連携に向けて取り組んでいること

⚫ 関係者間の協議・検討の場の運営（既存会議体の活用）

➢ 医療関係団体、介護関係団体、庁内関係部署を構成メ
ンバーとする会議体を設置し、医療機関と高齢者施設等
の連携の推進に向けて検討。関係団体の代表等に制度
趣旨や地域課題を共有

➢ 医療関係者も参加する会議で、協力医療機関に関する
相談があった場合の協力を依頼

⚫ 医療機関・施設等の理解の醸成、実態把握

➢ 改定内容、基準等に関する高齢者施設等、医療機関、関
係団体からの照会対応、説明の実施

➢ 高齢者施設等を対象に、メール等による周知のほか、個
別指導・集団指導等の機会に対応の必要性を説明

➢ 未届の高齢者施設等に対し、メールや電話で対応の必要
性を説明

➢ 協定等の締結を所管する高齢者施設等の法人本部や経
営層に対し、対応の必要性など制度趣旨を説明

➢ 高齢者施設等や市町村を対象にした調査の実施

➢ 医療機関側のメリットとなる診療報酬の情報を整理した資
料の作成・説明

自治体調査

⚫ 好事例の提供

➢ 介護側から協力医療機関の締結に向けた好事例を知り
たいという要望が多いことから、今後、ヒアリングを行っ
て情報提供の予定

⚫ 地域の医療機関リストの作成・情報提供

➢ 協定指定医療機関リストとして、高齢者施設等の診療等
への協力可否をあわせて掲載し、高齢者施設等へ提供

➢ 地域の在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所、地域
包括ケア病棟を持つ医療機関等のリストを作成し、高齢
者施設等へ提供

⚫ 医療機関とのマッチング

➢ 大規模施設を中心に、説明会・感染症対策の実地指導を
含むモデル事業を保健所圏域で順次実施。要件を満たす
協力医療機関を定められていない場合には、施設長など
に改定内容を説明し、対応方針を協議

➢ 連携先が分からない高齢者施設等に対し、施設の看取り
等の体制や方針を確認の上、施設の希望や特性に沿う
ように在宅医療コーディネーターが医療機関を仲介



１．サービス提供等の状況

（１）高齢者施設と医療機関の連携強化

（２）感染対応力の向上

（３）人生の最終段階の医療・介護

  ２．令和６年度介護報酬改定の内容

  ３．関連する各種意見

  ４．現状と課題及び論点
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■ 高齢者施設等については、施設内で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医療機関との連携の上で施設
内で感染者の療養を行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止することが求められることから、以下を評価す
る新たな加算を設ける。
ア 新興感染症の発生時等に感染者の診療等を実施する医療機関（協定締結医療機関）との連携体制を構築してい
ること。

イ 上記以外の一般的な感染症（※）について、協力医療機関等と感染症発生時における診療等の対応を取り決め
るとともに、当該協力医療機関等と連携の上、適切な対応を行っていること。 

※ 新型コロナウイルス感染症を含む。 
ウ 感染症対策にかかる一定の要件を満たす医療機関等や地域の医師会が定期的に主催する感染対策に関する研修
に参加し、助言や指導を受けること 

■ また、感染対策に係る一定の要件を満たす医療機関から、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実地指
導を受けることを評価する新たな加算を設ける。

高齢者施設等における感染症対応力の向上 告示改正

感染症や災害への対応力向上

医療機関等

• 感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指
定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対
応を行う体制を確保すること

• 協力医療機関等との間で、感染症の発生時等の対
応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に、
協力医療機関等と連携し適切に対応していること

高齢者施設等

• 診療報酬における感染対策向上加算若しくは外来
感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関又
は地域の医師会

院内感染対策に関する
研修又は訓練に年１回参加

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）
10単位/月（新設）

医療機関等高齢者施設等
• 診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を

行った医療機関

３年に１回以上
実地指導を受ける

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）
５単位/月（新設）

第二種協定指定医療機関等
との連携

• 第二種協定指定医療機関（新興感染症）
• 協力医療機関等（その他の感染症）

特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院
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介護現場における感染対策の手引き等について

○ 社会福祉施設等が提供する各種サービスは、利用者の方々やその家族の生活を継続する上で欠かせないものであり、十分な感染防止対策を
前提として、利用者に対して必要な各種サービスが継続的に提供されることが重要。

○ 今般、新型コロナウイルス感染症に限らず、介護現場で必要な感染症の知識や対応方法など、介護現場における感染対策力の向上を目的に、
「介護現場における感染対策の手引き（第１版） （令和２年10月） 」等を作成。その後、新型コロナウイルス感染症に係る動向や令和３年
度介護報酬改定事項等その他所要の見直しを行い、令和３年３月に第２版、令和５年9月に第３版を公表。

○ 介護職員の方においては、日常のケアを行う上での必要な感染対策の知識や手技の習得のための手引きとして、介護施設・事業所の施設
長・管理者の方においては、その役割と感染管理体制の構築のための手引きとして活用が可能。

・感染症の基礎知識
・日頃からの感染対策と感染症発生時の対応
・各種感染症における対応
・関係法令、通知 等

介護現場における感染対策の手引き【第３版】

✤ 主な内容

✤ ポイント

介護職員等が、感染症の重症化リスクが高い高齢者等に対して介護保険サービスを安全かつ継続的に提
供するため、さらには職員自身の健康を守るため、感染対策の知識を習得して実践できるように、
✓ 着実な感染対策を実践できるよう基礎的な情報から、

感染症発生時におけるサービス提供時の注意点等を掲載
✓ 感染管理体制を整備するために必要な基礎的な情報から

   感染管理体制の在り方および感染症発生時の対応等について掲載

「第Ⅰ章総論」「第Ⅱ章感染症各論」「第Ⅲ章参考」の３部構成

介護職員のための感染対策マニュアル
感染対策普及リーフレット

手引きの概要版として、介護職員向けにポイントを掲載
（施設系・通所系・訪問系ごとに作成）

マニュアル

リーフレット 手洗いや排泄物・嘔吐物処理の手順等をわかりやすく掲載
「見てすぐ実践！」ができるように、ポスターとしても利用可能

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html

こちらのリンクから
閲覧できます！
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【高齢者施設等感染症対策向上加算について】

○介護老人保健施設、介護医療院では算定していない割合が約半数、その他のサービスでは７割以上が加算を算
定していなかった。

○高齢者施設等感染症対策向上加算を算定していない理由では、「研修や実地指導を行う医療機関との連携が困
難であるため」「研修や実地指導を行う時間を確保することが困難であるため」の割合が相対的に高かった。

３．調査結果概要

図表６１ 高齢者施設等感染症対策向上加算の算定状況※１、２

１～６ 問１３（６）、７ 問１２（６）

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

図表６２ 高齢者施設等感染症対策向上加算を算定していない理由※１、２

１～６ 問１３（６）４）、７ 問１２（６）４）

施設調査

19.8

35.9

39.2

14.5

16.2

11.7

8.7

15.3

30.8

34.4

11.8

19.6

8.3

5.7

70.8

52.0

46.3

77.2

75.0

81.9

84.1

3.0

2.9

3.0

3.5

0.0

2.0

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護老人福祉施設(n=1,117)

介護老人保健施設(n=454)

介護医療院(n=337)

養護老人ホーム(n=228)

軽費老人ホーム(n=148)

特定施設入居者生活介護(n=648)

認知症対応型共同生活介護(n=654)

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） １０単位／月を算定している
高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ） ５単位／月を算定している
算定していない
無回答

※1.調査期間（令和７年9月～11月）における高齢者施設等からの回答を集計した。
※2.養護老人ホーム、軽費老人ホームについては、特定施設入居者生活介護の指定を

受けている事業所のみを集計した。

調査数

研修や実地
指導を行う
医療機関と
の連携が困
難であるた

め

第二種協定
指定医療機
関との連携
が困難であ

るため

研修や実地
指導を行う
時間を確保
することが
困難である

ため

すでに感染
対策は十分
できている

ため

その他 無回答

介護老人福祉施設 791 46.0% 35.5% 38.6% 4.3% 22.4% 4.8%

介護老人保健施設 236 43.6% 37.3% 36.4% 9.3% 19.5% 3.4%

介護医療院 156 38.5% 30.1% 42.3% 10.3% 26.9% 5.1%

養護老人ホーム 176 41.5% 31.3% 29.0% 4.5% 30.7% 4.0%

軽費老人ホーム 111 36.0% 31.5% 42.3% 3.6% 27.0% 4.5%

特定施設入居者生活介護 531 34.7% 26.4% 26.4% 7.5% 33.0% 7.9%

認知症対応型共同生活介護 550 36.7% 27.5% 30.5% 5.5% 26.4% 12.2%
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【第二種協定指定医療機関との体制確保について】

○第二種協定指定医療機関と新興感染症の発生時に対応を行う体制を確保している高齢者施設等は、介護医療院
が50.4％、介護老人保健施設が37.7％、介護老人福祉施設が28.5％であった。

○ 第二種協定指定医療機関との体制確保をしていない理由は、「確保する予定はない」を除き、「周辺に第二種協
定指定医療機関がない」「どこの医療機関が第二種協定指定医療機関であるか分からない」の割合が高かった。

３．調査結果概要

図表６３ 第二種協定指定医療機関との体制確保状況※１

１～６ 問１３（７）、７ 問１２（７）

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

図表６４ 第二種協定指定医療機関との体制確保をしていない理由※２

１～６ 問１３（７）３）、７ 問１２（７）３）

施設調査

※1.調査期間（令和７年9月～11月）における高齢者施設等からの回答を集計した。
※2.第二種協定指定医療機関を確保していないと回答した高齢者施設等の回答を集計した。

28.4

23.2

13.3

20.5

19.9

20.9

21.3

27.9

27.4

16.7

23.3

23.0

33.2

37.5

10.7

12.5

11.1

5.1

8.4

7.8

5.4

37.8

33.9

56.7

44.7

46.9

37.3

32.1

4.1

6.5

5.6

8.4

6.6

5.7

11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

介護老人福祉施設(n=458)

介護老人保健施設(n=168)

介護医療院(n=90)

養護老人ホーム(n=215)

軽費老人ホーム(n=226)

特定施設入居者生活介護(n=244)

認知症対応型共同生活介護(n=240)

周辺に第二種協定指定医療機関がない

どこの医療機関が第二種協定指定医療機関であるか分からない

第二種協定指定医療機関と協議を行ったが、連携に至らなかった

確保する予定はない

無回答

28.5

37.7

50.4

19.1

18.7

24.7

18.5

41.0

37.0

26.7

42.7

42.7

37.7

36.7

25.9

20.0

19.3

33.6

33.3

32.6

36.4

4.7

5.3

3.6

4.6

5.3

5.1

8.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護老人福祉施設(n=1,117)

介護老人保健施設(n=454)

介護医療院(n=337)

養護老人ホーム(n=503)

軽費老人ホーム(n=529)

特定施設入居者生活介護(n=648)

認知症対応型共同生活介護(n=654)

確保している 確保していない わからない 無回答
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【高齢者施設等における感染症対策の向上に向けた医療機関との連携状況（都道府県票Q15）】
○令和６年度報酬改定のうち、高齢者施設等における感染症対策の向上に向けた医療機関の協力に係る内容を管

内施設等に対して「周知した」都道府県は89.4％だった。
○第二種協定指定医療機関との間で新興感染症の発生等の対応を行う体制確保のために実施している取組は、

「第二種協定指定医療機関リストの情報提供」が34.0％だった。「特に実施していない」都道府県は55.3％だった。

３．調査結果概要

図表８０ 管内施設等に対して周知・啓発の有無

（１）．高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業

図表８１ 高齢者施設等が第二種協定指定医療機関との間で新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保するための取組【複数回答】

都道府県(n=47) 89.4 10.6 -

0% 20% 40% 60% 80% 100%

周知した 周知していない 無回答

相談窓口の設置

第二種協定指定医療機関の拡大に向けた、管内医療機
関等との協議

第二種協定指定医療機関リストの情報提供

他の施設等の取組事例等の情報提供

勉強会や研修会の開催

医療機関とのマッチング支援

都道府県医師会等の地域の医療関係団体への協力依頼

財源補助

その他の支援

特に実施していない

無回答

2.1

6.4

34.0

4.3

8.5

2.1

10.6

-

4.3

55.3

-

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=47)

自治体調査
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１．サービス提供等の状況

（１）高齢者施設と医療機関の連携強化

（２）感染対応力の向上

（３）人生の最終段階の医療・介護

  ２．令和６年度介護報酬改定の内容

  ３．関連する各種意見

  ４．現状と課題及び論点
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（令和５年推計）、厚生労働省「人口動態統計」
※ 死亡数の動態については、2020年までは実績値、2021年以降は推計値。
※ 死因の推移及び死亡の場所の推移については実績値。

〇 死亡数については、2040年まで増加傾向にあり、ピーク時には年間約170万人が死亡すると見込まれる。
〇 死因については、悪性新生物・心疾患とともに、老衰が増加傾向にある。
〇 死亡場所については、病院のほか、自宅、老人ホーム等が増加傾向にある。

実績値 推計値

死亡数の動態、死因・死亡場所の推移
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介護サービスにおける「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関する
ガイドライン」の位置づけ

34

○ 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）に
は、本人が家族等及び医療・ケアチームと事前に繰り返し話し合うプロセスであるＡＣＰ（アドバンス・ケア・プラ
ンニング）の概念が盛り込まれており、本人の意思は変化し得るものであること等を踏まえ、人生の最終段階におけ
る医療・ケアに関する話し合いを繰り返し行うことの重要性が示されている。

○ 一方で、多くの介護サービスにおいては、ガイドラインは看取り関連加算における本人の意思を尊重した医療・ケア
の方針を実施する上での参考等として位置付けられており、施設基準として原則入所者全員を対象としてガイドライ
ンに基づく対応を求めているのは介護医療院サービスのみである。

【基準省令】
施設サービスの計画の作成や提供に当たり、

入所者の意思を尊重した医療及びケアが実施
できるよう、入所者本人の意思決定を基本に、
他の関係者との連携の上対応していること。

【留意事項通知】
施設サービス計画の作成や提供にあたり、

入所者本人が希望しない場合を除き、入所者
全員に対して、厚生労働省「人生の最終段階
における医療・ケアの決定プロセスに関する
ガイドライン」等を参考にしつつ、本人の意
思を尊重した医療・ケアの方針が実施できる
よう、多職種が連携し、本人及びその家族と
必要な情報の共有等の支援を行うこと。

○介護医療院サービスの施設基準

・看取り介護加算
・看取り連携体制加算
・ターミナルケア加算
・ターミナルケアマネジメント加算

○ガイドラインの規定がある看取り関連加算



22.9%

59.9%

15.4%

76.1%

71.8%

29.9%

1.0%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入所前(入所相談時)に行う

入所時に行う

定期的に行う(3カ月ごと 等)

状態悪化時に行う

看取り期に行う

ご本人やご家族等に求められたときに行う

その他

無回答

28.0%

12.0%

7.0%

9.7%

19.4%

21.6%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

必ず実施している(10割)

ほとんどの入所者(8割以上)に実施している

半分以上(5割以上)に実施している

半分未満に実施している(2～4割)

1割程度実施している

全く実施していない

無回答

介護老人保健施設における入所者に対する意思決定支援の実施状況等

○アドバンス・ケア・プランニング（ACP）の実施状況は、「必ず実施している（10割）」が28.0％で最も多く、次い
で「全く実施していない」が21.6％であった。

○「必ず実施している」「全く実施していない」以外の回答で、どのような入所者にACPを実施しているかについては、
「看取り期の利用者」が83.4％で最も多く、次いで「長期入所が想定される利用者」が46.1％であった。

○ACPの話し合いを行う時期は、「状態悪化時に行う」が76.1％で最も多く、次いで「看取り期に行う」が71.8％で
あった。

【出典】令和７年度老人保健健康増進等事業「介護老人保健施設利用者等
に対する急変時等の治療方針に関する意思決定支援にかかる調査
研究事業」 35

■ ACPの実施状況（n=825） ■ どのような入所者に対してACPを実施しているか
（複数回答）（n=397）

83.4%

46.1%

18.6%

25.4%

14.4%

0.8%

7.3%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

看取り期の利用者

長期入所が想定される利用者

在宅復帰が想定される利用者

繰り返しの入所が想定される利用者

通所サービスや短期入所療養介護含め 貴施設で長く関

わっている利用者や今後の関わりが想定される利用者

上記に該当するものはない

その他

無回答■ ACPの話し合いを行う時期（複数回答）（n=628）
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※２

介護保険施設における入所前の居場所、退所後の居場所
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※１ 入所者数・退所者数は、令和７年８月の1か月間を合計した。ただし、当該施設を退所後、直ちに病院等に入院し、一週間以内に再入所した場合は、再入所分は加えない。
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単位：% 単位：%

単位：% 単位：%

単位：% 単位：%

【出典】令和６年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（令和７年度調査）「（１）高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業」

入所者数 1,932人

退所者数 1,049人
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介護老人福祉施設(n=1,932 )
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病院

有床診療所

介護医療院

介護老人保健施設

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

その他

不明
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退所者数 723人
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介護老人福祉施設(n=1,739)

本人の家等（賃貸、家族の家を含む）

居住系サービス等

病院

有床診療所

介護医療院

介護老人保健施設

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

死亡

その他

不明

※２

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護

入
所

退
所

※１ 入所者数・退所者数は、令和７年８月の1か月間を合計した。ただし、当該施設を退所後、直ちに病院等に入院し、一週間以内に再入所した場合は、再入所分は加えない。
※２ 「死亡」は施設内死亡と入院後の死亡退所を合計した。

単位：% 単位：%

単位：% 単位：%

【出典】令和６年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（令和７年度調査）「（１）高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業」

入所者数 794人

0.1



高齢者施設等における対応可能な医療処置

38【出典】令和６年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（令和７年度調査）「（１）高齢者施設等と医療機関の連携体制及び協定締結医療機関との連携状況等にかかる調査研究事業」

※外部医療機関の支援を受けて対応するものを含む。

（特定施設） （特定施設以外） （特定施設） （特定施設以外）

1,117 454 337 228 270 148 376 648 654
１）．胃ろう・腸ろうによる栄養管理 84.1% 88.3% 96.1% 11.0% 7.0% 20.9% 4.8% 68.4% 8.1%

２）．経鼻経管栄養 26.9% 41.9% 91.1% 4.8% 2.2% 6.1% 2.7% 28.9% 5.5%

３）．中心静脈栄養 4.9% 7.5% 49.9% 1.8% 0.4% 4.1% 1.6% 20.5% 3.7%

４）．カテーテル（尿道カテーテル・コンドームカテーテル）の管理 91.0% 94.9% 97.0% 69.3% 44.4% 64.2% 17.8% 90.7% 43.0%

５）．ストーマ（人工肛門・人工膀胱）の管理 85.0% 88.8% 90.5% 64.5% 47.8% 54.7% 20.2% 89.0% 31.0%

６）．喀痰吸引 78.9% 91.9% 97.9% 34.2% 28.1% 26.4% 3.7% 59.3% 21.3%

７）．ネブライザー 40.5% 53.1% 80.4% 21.5% 21.5% 23.6% 7.7% 53.5% 14.4%

８）．酸素療法（酸素吸入） 71.4% 67.8% 96.4% 56.1% 47.4% 58.8% 28.2% 88.6% 39.4%

９）．気管切開のケア 5.6% 23.3% 58.5% 1.8% 1.1% 3.4% 1.3% 16.2% 2.1%

１０）．人工呼吸器の管理 1.5% 4.0% 14.2% - 0.7% 2.7% - 6.6% 1.2%

１１）．透析 17.6% 9.9% 10.4% 23.7% 23.3% 19.6% 19.9% 51.1% 8.6%

    腹膜透析 5.6% 4.0% 3.9% 5.3% 4.1% 5.4% 6.4% 22.7% 2.3%

    血液透析 15.5% 8.6% 9.2% 23.7% 22.2% 18.2% 17.3% 47.7% 8.0%

１２）．静脈内注射（点滴含む） 48.8% 75.3% 93.8% 38.6% 28.9% 35.1% 7.2% 52.9% 24.2%

１３）．皮内、皮下及び筋肉注射（インスリン注射を除く） 54.2% 69.2% 92.9% 41.2% 33.0% 32.4% 10.4% 59.9% 22.5%

１４）．簡易血糖測定 80.6% 92.5% 95.5% 68.9% 57.4% 58.1% 23.9% 87.2% 30.7%

１５）．インスリン注射 79.4% 90.7% 94.4% 57.0% 53.0% 50.7% 24.5% 84.3% 24.8%

１６）．疼痛管理（麻薬なし） 70.8% 78.6% 89.9% 63.2% 49.6% 64.9% 14.4% 84.6% 39.0%

１７）．疼痛管理（麻薬使用） 32.3% 23.8% 57.0% 24.1% 15.2% 29.7% 5.9% 58.6% 15.1%

１８）．創傷処置 91.9% 93.4% 94.4% 89.0% 78.1% 88.5% 27.9% 95.5% 66.2%

１９）．褥瘡処置 95.4% 96.9% 95.5% 87.3% 71.1% 84.5% 19.1% 96.0% 67.0%

２０）．浣腸 92.7% 93.6% 96.1% 85.5% 72.6% 80.4% 21.8% 96.0% 63.1%

２１）．摘便 95.4% 96.7% 97.3% 91.2% 75.9% 83.1% 20.5% 96.9% 58.9%

２２）．導尿 72.3% 88.8% 95.3% 58.3% 32.6% 42.6% 12.5% 73.3% 30.4%

２３）．膀胱洗浄 49.9% 63.9% 85.8% 31.6% 15.9% 25.0% 8.2% 50.2% 15.1%

２４）．持続モニター（血圧、心拍、酸素飽和度等） 11.5% 32.2% 82.2% 5.3% 6.7% 16.2% 4.3% 22.7% 12.8%

２５）．リハビリテーション 48.6% 96.7% 94.1% 37.3% 22.6% 48.6% 15.4% 60.4% 27.5%

２６）．ターミナルケア 79.8% 77.8% 95.5% 37.7% 18.1% 43.9% 6.9% 81.7% 63.3%

特定施設入居者
生活介護

認知症対応型
共同生活介護

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院
養護老人ホーム 軽費老人ホーム



改定年 看取り介護加算 ターミナルケア加算 看取り連携体制加算
ターミナルケア
マネジメント加算

平成12年 ○訪問看護 加算新設

平成18年
○介護老人福祉施設 加算新設 ○訪問看護

ターミナルケアのプロセスを重視する観点から、算定要件の見直し

平成21年

○認知症対応型共同生活介護 加算新設

○介護老人福祉施設
施設内における看取りの労力を適切に評価する観点から、死亡日、前日・

前々日、死亡日４日前～30日前の区分の評価の創設、算定要件の見直し

○訪問看護
ターミナルケアの充実を図り、医療保険との整合性を図る観点から、

算定要件の見直し

○介護老人保健施設 加算新設

平成24年

○特定施設入居者生活介護 加算新設

○認知症対応型共同生活介護
看取りの対応を強化する観点から、死亡日、前日・前々日、死亡日４日前～

30日前の区分の評価の新設、算定要件及び評価の見直し

○訪問看護
在宅での看取りへの対応を強化する観点から、算定要件の見直し

○介護老人保健施設
看取りの対応を強化する観点から、死亡日、死亡日前日・前々日、死

亡日４日前～30日前の区分の評価の新設、算定要件及び評価の見直し

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護
加算新設

平成27年

○介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護
看取り介護の質を向上させる観点から、死亡日４日前～30日前の区分評価の

見直し、算定要件の見直し

○小規模多機能型居宅介護
加算新設

平成30年
○介護老人福祉施設
施設内での看取りを進める観点から、看取り介護加算Ⅱの新設（※１）、算

定要件の見直し

○居宅介護支援
加算新設

令和３年

○介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護
中重度者や看取りへの対応の充実を図る観点、看取り期における本人・家族

との十分な話し合いや他の関係者との連携を一層充実させる観点から、死亡日
31日前～45日前の区分の評価の新設、算定要件の見直し
（特定施設入居者生活介護のみ）中重度者や看取りへの対応の充実を図る観点
から、看取り介護加算Ⅱの新設（※２）、算定要件の見直し

○介護老人保健施設
中重度者や看取りへの対応の充実を図る観点、看取り期における本

人・家族との十分な話し合いや他の関係者との連携を一層充実させる観
点から、死亡日31日前～45日前の区分の評価の新設、算定要件の見直し

○居宅介護支援
看取り期における

本人・家族との十分
な話し合いや他の関
係者との連携を一層
充実させる観点から、
算定要件の見直し

令和６年

○介護老人保健施設
介護老人保健施設における看取りへの対応を充実する観点や在宅復

帰・在宅療養支援を行う施設における看取りへの対応を適切に評価する
観点から、死亡日31日前～45日前の区分等の評価の見直し

○訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型
居宅介護
医療保険との整合性を図る観点から、評価の見直し

○訪問入浴介護
加算新設

○短期入所生活介護
加算新設

○小規模多機能型居宅介護
看取り期における本人・

家族との十分な話し合いや
他の関係者との連携を一層
充実させる観点から、算定
要件の見直し
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※１ 看取り介護加算Ⅰの要件を満たし、かつ、配置医師緊急時対応加算の施設基準に該当し、入所者が施設内で死亡した場合に算定可。

※２ 看取り介護加算Ⅰの要件を満たし、かつ、夜勤又は宿直を行う看護職員の数が１以上である場合（夜間看護体制加算を算定している場合）に算定可。

（注） 地域密着型サービスがあるサービス類型については、地域密着型も含む

看取り関連加算の経緯



サービス類型
（施設・居住系（短期入所含む）
サービス、その他看取り関連加算を

有するサービス）

加算の名称
死亡日の

45～31日前
（15日間）

死亡日の
30～4日前
（27日間）

死亡日の
前々日・前

日
（2日間）

死亡日
（1日間）

死亡日の
30日前～死

亡日
（30日間）

死亡月
総計

（最大）

介護老人福祉施設
（地域密着型含む）

看取り介護加算（I） 72 144 680 1,280 － － 8,328

看取り介護加算（II）※１ 72 144 780 1,580 － － 8,828

介護老人保健施設（通常型） ターミナルケア加算 72 160 910 1,900 － － 9,840

介護老人保健施設（療養型） ターミナルケア加算 80 160 850 1,700 － － 9,720

介護医療院 － － － － － － － －

特定施設入居者生活介護
（地域密着型含む）

看取り介護加算（I） 72 144 680 1,280 － － 8,328

看取り介護加算（II）※２ 572 644 1,180 1,780 － － 35,828

認知症対応型共同生活介護 看取り介護加算 72 144 680 1,280 － － 8,328

短期入所生活介護 看取り連携体制加算 － － － －
64

 ※５
－ 448

短期入所療養介護 － － － － － － － －

定期巡回・随時対応型訪問介護看護ターミナルケア加算 ※３ － － － － － 2,500 2,500

看護小規模多機能型居宅介護 ターミナルケア加算 ※３ － － － － － 2,500 2,500

訪問看護 ターミナルケア加算 ※３ － － － － － 2,500 2,500

小規模多機能型居宅介護 看取り連携体制加算 － － － － 64 － 1,920

訪問入浴介護 看取り連携体制加算 － － － － 64 － 1,920

居宅介護支援 ターミナルケアマネジメント加算
※４

－ － － － － 400 400

※１ 看取り介護加算Ⅰの要件を満たし、かつ、配置医師緊急時対応加算の施設基準に該当し、入所者が施設内で死亡した場合に算定可。

※２ 看取り介護加算Ⅰの要件を満たし、かつ、夜勤又は宿直を行う看護職員の数が１以上である場合（夜間看護体制加算を算定している場合）に算定可。

※３ 原則、死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上ターミナルケアを実施した場合に算定可。１人の利用者に対し、１か所の事業者に限り算定出来る。なお、当該加算を介護保険で請求し

た場合には、同月に他の訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並びに同月に医

療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算は算定出来ないこと。

※４ 死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上、利用者等の同意を得て利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス事業者に提供した場合に算定可。

※５ 短期入所生活介護の看取り連携体制加算は7日間が算定上限。 40

看取り関連加算の報酬

（単位）



看取り関連加算の算定率（事業所ベース）

サービス類型
（施設・居住系（短期入所含む）
サービス、その他看取り関連加算を

有するサービス）

加算の名称
死亡日の

45～31日前
（15日間）

死亡日の
30～4日前
（27日間）

死亡日の
前々日・前日
（2日間）

死亡日
（1日間）

死亡日の
30日前～死亡
日（30日間）

死亡月

介護老人福祉施設
（地域密着型） ※１

看取り介護加算（I）
13.9％
（6.3％）

23.6％
（10.9％）

24.6％
（11.5％）

24.9％
（11.5％）

－ －

看取り介護加算（II） ※２
4.9％

（2.2％）
8.0％

（3.4％）
8.5％

（3.5％）
8.6％

（3.6％）
－ －

介護老人保健施設 ターミナルケア加算 18.9％ 32.4％ 33.7％ 34.0％ － －

介護医療院 － － － － － － －

特定施設入居者生活介護
（地域密着型） ※１

看取り介護加算（I）
6.3％

(4.9%) 
11.0％
(8.7%) 

11.6％
(9.0%) 

11.7％
(9.0%) 

－ －

看取り介護加算（II） ※３
2.6％

(1.1%) 
4.5％

(1.4%) 
4.7%

(1.4%) 
4.7%

(1.1%) 
－ －

認知症対応型共同生活介護 看取り介護加算 2.0% 3.4% 3.6% 3.7% － －

短期入所生活介護 看取り連携体制加算 － － － － 0.3％
※６

－

短期入所療養介護 － － － － － － －

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ターミナルケア加算 ※４ － － － － － 1.7％

看護小規模多機能型居宅介護 ターミナルケア加算 ※４ － － － － － 10.3％

訪問看護 ターミナルケア加算 ※４ － － － － － 8.3％

小規模多機能型居宅介護 看取り連携体制加算 － － － － 0.4％ －

訪問入浴介護 看取り連携体制加算 － － － － 4.0％ －

居宅介護支援 ターミナルケアマネジメント加算  ※５ － － － － － 2.6％

※１ 介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護において（ ）で記載した割合はそれぞれ地域密着型の類型における算定率。

※２ 看取り介護加算Ⅰの要件を満たし、かつ、配置医師緊急時対応加算の施設基準に該当し、入所者が施設内で死亡した場合に算定可。

※３ 看取り介護加算Ⅰの要件を満たし、かつ、夜勤又は宿直を行う看護職員の数が１以上である場合（夜間看護体制加算を算定している場合）に算定可。

※４ 原則、死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上ターミナルケアを実施した場合に算定可。１人の利用者に対し、１か所の事業者に限り算定出来る。なお、当該加算を介護保険で請求し

た場合には、同月に他の訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並びに同月に医

療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算は算定出来ないこと。

※５ 死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上、利用者等の同意を得て利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス事業者に提供した場合に算定可。

※６ 短期入所生活介護の看取り連携体制加算は7日間が算定上限。

（注）「算定率（事業所ベース）」は、各加算の請求事業所数÷総請求事業所数により求めたもの。

【出典】介護給付費等実態統計（令和７年11月審査分）及び介護保険総合データベースの任意集計（令和７年11月審査分（令和７年10月サービス提供））より老健局老人保健課作成
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看取り関連加算の算定率（件数ベース）

サービス類型
（施設・居住系（短期入所含む）
サービス、その他看取り関連加算を

有するサービス）

加算の名称
死亡日の

45～31日前
（15日間）

死亡日の
30～4日前
（27日間）

死亡日の
前々日・前日
（2日間）

死亡日
（1日間）

死亡日の
30日前～死亡
日（30日間）

死亡月

介護老人福祉施設
（地域密着型） ※１

看取り介護加算（I）
0.1%

(0.1%)
0.3%

(0.4%)
0.0%

(0.0%)
0.0%

(0.0%)
－ －

看取り介護加算（II） ※２
0.1%

(0.0%)
0.1%

(0.1%)
0.0%

(0.0%)
0.0%

(0.0%)
－ －

介護老人保健施設 ターミナルケア加算 0.1% 0.4% 0.0% 0.0% － －

介護医療院 － － － － － － －

特定施設入居者生活介護
（地域密着型） ※１

看取り介護加算（I）
0.1%

(0.1%)
0.2%

(0.4%)
0.0%

(0.0%)
0.0%

(0.0%)
－ －

看取り介護加算（II） ※３
0.0%

(0.0%)
0.1%

(0.0%)
0.0%

(0.0%)
0.0%

(0.0%)
－ －

認知症対応型共同生活介護 看取り介護加算 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% － －

短期入所生活介護 看取り連携体制加算 － － － － 0.0%
※６

－

短期入所療養介護 － － － － － － －

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ターミナルケア加算 ※４ － － － － － 0.0%

看護小規模多機能型居宅介護 ターミナルケア加算 ※４ － － － － － 0.8%

訪問看護 ターミナルケア加算 ※４ － － － － － 0.0%

小規模多機能型居宅介護 看取り連携体制加算 － － － － 0.0% －

訪問入浴介護 看取り連携体制加算 － － － － 0.1% －

居宅介護支援 ターミナルケアマネジメント加算 ※５ － － － － － 0.1％

【出典】介護給付費等実態統計（令和７年11月審査分）及び介護保険総合データベースの任意集計（令和７年11月審査分（令和７年10月サービス提供））より老健局老人保健課作成
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※１ 介護老人福祉施設、特定施設入居者生活介護において（ ）で記載した割合はそれぞれ地域密着型の類型における算定率。

※２ 看取り介護加算Ⅰの要件を満たし、かつ、配置医師緊急時対応加算の施設基準に該当し、入所者が施設内で死亡した場合に算定可。

※３ 看取り介護加算Ⅰの要件を満たし、かつ、夜勤又は宿直を行う看護職員の数が１以上である場合（夜間看護体制加算を算定している場合）に算定可。

※４ 原則、死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上ターミナルケアを実施した場合に算定可。１人の利用者に対し、１か所の事業者に限り算定出来る。なお、当該加算を介護保険で請求し

た場合には、同月に他の訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並びに同月に医

療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算は算定出来ないこと。

※５ 死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上、利用者等の同意を得て利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス事業者に提供した場合に算定可。

※６ 短期入所生活介護の看取り連携体制加算は7日間が算定上限。

（注）「算定率（件数ベース）」は、各加算の件数÷総件数により求めたもの。 



看取り介護加算 看取り連携体制加算 ターミナルケア加算
ターミナルケア
マネジメント加算

基本報酬

対象サービス 特養 特定施設 ＧＨ 短期入所生活介護 小多機 訪問入浴 老健 定巡 看多機 訪問看護 居宅介護支援 介護医療院

対象者要件

○医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと判断した者であること ○在宅又は看多機事業所で死
亡した利用者で、末期の悪性腫
瘍等の別に厚生労働大臣が定め
る者 ※
○死亡日及び死亡日前14日以
内に2日以上に訪問看護を提供
した場合

○在宅で死亡した利用
者

ー

○医師等が共同で作成した利用者（入所
者）の介護に係る計画について、適当な者から
説明を受け、当該計画に同意している者である
こと
○看取りに関する指針に基づき、利用者（入
所者）の状態等に応じ随時、医師等の相互
の連携の下、介護記録等を活用し行われる介
護についての説明を受け、同意した上で介護を
受けている者であること

○看取り期における対応方針に基づき、利用者（登
録者）の状態等に応じ、介護職員等から利用者（登
録者）に関する記録を活用し行われるサービスについ
ての説明を受け、同意した上でサービスを受けている者
であること

○入所者等の同意を得
て入所者のターミナルケア
に係る計画が作成されて
いること
○医師等が共同して入
所者の状態等に応じ随
時本人等に説明を行い、
同意を得てターミナルケア
が行われていること

施設要件等

○看取りに関する指針を定め、入居（所）の
際に、利用者（入所者）等に対して当該指
針の内容を説明し、同意を得ていること
○医師等による協議の上、当該事業所におけ
る看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関
する指針の見直しを行うこと

○看取り期における対応方針を定め、利用開始の際
に利用者（登録者）等に対して当該対応方針の内
容を説明し、同意を得ていること

ー

○利用者について24時間連絡で
きる体制を確保しており、かつ、必
要時応じて訪問看護を行うことが
できる体制を整備していること
○主治医との連携の下に、訪問
看護におけるターミナルケアに係る
計画及び支援体制について、利
用者等に対して説明を行い、同
意を得てターミナルケアを行ってい
ること
○ターミナルケアの提供について必
要な事項が適切に記録されてい
ること

○ターミナルケアマネジメ
ントを受けることに同意し
た利用者について24時
間連絡できる体制を確
保しており、かつ、必要
に応じて居宅介護支援
を行うことができる体制を
整備していること
○終末期の医療やケア
の方針に関する利用者
等の意向を把握した上
で、その死亡日及び死
亡日前14日以内に２
日以上、利用者等の同
意を得て、当該利用者
の居宅を訪問し、心身
の状況等を記録し、主
治医及び居宅サービス
事業者に提供しているこ
と

○入所者等のうち、次のいずれにも適
合する者の占める割合が10％以上
（Ⅰ型サービス費Ⅰの場合。Ⅰ型サー
ビス費Ⅱ、Ⅲでは５％）。
・医師が一般に認められている医学的
知見に基づき回復の見込みがないと診
断した者であること
・入所者等又はその家族等の同意を得
て、入所者等のターミナルケアに係る計
画が作成されていること
・医師、看護職員、介護職員等が共
同して、入所者等の状態又は家族の
求め等に応じ随時、本人又はその家族
への説明を行い、同意を得てターミナル
ケアが行われていること
○施設サービス計画の作成にあたり、
入所者の意思を尊重した医療及びケア
が実施できるよう、対応していること
○ターミナルケアを行う体制があること
（Ⅱ型の場合）
等

○常勤の看護師を
1名以上配置
し、当該施設の看
護職員等により24
時間連絡できる体
制を確保
○配置医師緊急
時対応加算の要
件に該当（加算
Ⅱのみ）
○入所者が施設
内で死亡すること
（加算Ⅱのみ）
等

○夜間看護
体制加算を
算定している
こと
○本加算算
定期間にお
いて、夜勤
又は宿直を
行う看護職
員の数が１
以上（加算
Ⅱのみ）
等

○医療連携
体制加算を
算定
等

○次のいずれかに適合
すること
・看護体制加算Ⅱ又
はⅣイ若しくはロを算定
していること
・看護体制加算Ⅰ又
はⅢイ若しくはロを算定
しており、かつ事業所の
看護職員等により利用
者の状態等に応じた対
応ができる連絡体制を
確保し、24時間連絡
できる体制を確保して
いること

○看護職
員配置加
算Ⅰを算定
していること
○看護師
により24時
間連絡でき
る体制を確
保している
こと

○病院等との連
携により、利用者
の状態等に応じ
た対応ができる連
絡体制を確保し、
かつ必要に応じて
病院等により指
定訪問看護等が
提供されるよう、
訪問入浴介護を
行う日時を病院
等と調整している
こと
等

看取りに関
する職員研
修要件

○ ○ ○ － － ○ － － － － － －

人生の最終
段階におけ
る医療・ケア
の決定プロセ
スに関するガ
イドラインに
関する規定

○ガイドライン等を参考にしつつ、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針が実施できるよう、多職種が連携し、本人及びその家族
と必要な情報の共有等に努めること

○ガイドライン等の内容を踏まえ、
利用者本人及びその家族等と話
し合いを行い、利用者本人の意
思決定を基本に、他の関係者と
の連携の上対応すること

○ガイドライン等を参考
にしつつ、本人の意思を
尊重した医療・ケアの方
針が実施できるよう、多
職種が連携し、本人及
びその家族と必要な情
報の共有等に努めること

○施設サービス計画の作成や提供にあ
たり、入所者本人が希望しない場合を
除き、入所者全員に対して、ガイドライ
ン等を参考にしつつ、本人の意思を尊
重した医療・ケアの方針が実施できるよ
う、多職種が連携し、本人及びその家
族と必要情報の共有等の支援を行うこ
と

区分支給
限度基準額

（限度額が適用されないサービス） 限度額に含まれる
（限度額が適用されな

いサービス）
限度額に含まれない

（限度額が適用されな
いサービス）

（限度額が適用されない
サービス）

看取り関連加算の算定要件等

※ ①多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、脳皮質基底核変性症、パーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ3
以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る）をいう）、多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症、シャイ・ドレ―ガー症候群をいう）、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、
球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頚髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態 ②急性増悪その他利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問看護が必要であると認める状態 43



１．サービス提供等の状況

（１）高齢者施設と医療機関の連携強化

（２）感染対応力の向上

（３）人生の最終段階の医療・介護

  ２．令和６年度介護報酬改定の内容

  ３．関連する各種意見

  ４．現状と課題及び論点
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【訪問介護】

１.（２）① 訪問介護における特定事業所加算の見直し①

概要

○ 訪問介護における特定事業所加算について、看取り期の利用者など重度者へのサービス提供や中山間地域等で継
続的なサービス提供を行っている事業所を適切に評価する観点等から以下の見直しを行う。 
ア 看取り期における対応を適切に評価する観点から、重度者対応要件として、「看取り期にある者」に関する要
件を新たに追加する。 

イ 中山間地域等において、地域資源等の状況により、やむを得ず移動距離等を要し、事業運営が非効率にならざ
るを得ない場合があることから、利用者へ継続的なサービスを行っていることについて新たに評価を行う。 

ウ 重度要介護者等への対応における改定前の要件について、実態を踏まえ一部の現行区分について見直し等を行
う。
【告示改正】

単位数

＜改定前＞

特定事業所加算（Ⅰ） 所定単位数の20％を加算

特定事業所加算（Ⅱ） 所定単位数の10％を加算

特定事業所加算（Ⅲ） 所定単位数の10％を加算

特定事業所加算（Ⅳ） 所定単位数の  5％を加算

特定事業所加算（Ⅴ） 所定単位数の  3％を加算

＜改定後＞

特定事業所加算（Ⅰ） 所定単位数の20％を加算

特定事業所加算（Ⅱ） 所定単位数の10％を加算

特定事業所加算（Ⅲ） 所定単位数の10％を加算

特定事業所加算（Ⅳ） 所定単位数の  5％を加算 （廃止）

特定事業所加算（Ⅳ） 所定単位数の  3％を加算 （変更）

特定事業所加算（Ⅴ） 所定単位数の  3％を加算 （新設）
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１.（２）① 訪問介護における特定事業所加算の見直し②

算定要件等

（※）：加算（Ⅰ）・（Ⅲ）については、重度者等対応要件を選択式とし、(13）または（14）を満たす場合に算定できることとする。また、(14)を選択する場合には（６）を併せて満たす必要がある。

報酬区分  改定前の(Ⅳ)を廃止し、改定前の(Ⅴ)を(Ⅳ)に、(Ⅴ)を新設
算定要件 ▼ 改定前の(６)を(１)に統合、(６)、(７)、(８)、(14)を新設、改定前の(12)を削除

(Ⅰ) (Ⅱ) (Ⅲ)
(Ⅳ)
廃止

(Ⅴ)
→(Ⅳ)

20% 10% 10% 5% ３%

体
制
要
件

（１）訪問介護員等・サービス提供責任者ごとに作成された研修計画に基づく研修の実施
（２）利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項の伝達等を目的とした会議の定期的な開催
（３）利用者情報の文書等による伝達、訪問介護員等からの報告
（４）健康診断等の定期的な実施
（５）緊急時等における対応方法の明示

〇 ○ ○
○
※(1)
除く

〇

（６）サービス提供責任者ごとに作成された研修計画に基づく研修の実施 ⇒【（１）へ統合】 ○

（６）病院、診療所又は訪問看護ステーションの看護師との連携により、24時間連絡できる体制を確保しており、かつ、
必要に応じて訪問介護を行うことができる体制の整備、看取り期における対応方針の策定、看取りに関する職員研
修の実施等

○(※) ○(※)

（７）通常の事業の実施地域内であって中山間地域等に居住する者に対して、継続的にサービスを提供していること

（８）利用者の心身の状況またはその家族等を取り巻く環境の変化に応じて、訪問介護事業所のサービス提供責任者等が
起点となり、随時、介護支援専門員、医療関係職種等と共同し、訪問介護計画の見直しを行っていること

人
材
要
件

（９）訪問介護員等のうち介護福祉士の占める割合が100分の30以上、又は介護福祉士、実務者研修修了者、並びに介護
職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了者の占める割合が100分の50以上

○ ○

（10）全てのサービス提供責任者が３年以上の実務経験を有する介護福祉士、又は５年以上の実務経験を有する実務者研
修修了者若しくは介護職員基礎研修課程修了者若しくは1級課程修了者

○ ○

（11）サービス提供責任者を常勤により配置し、かつ、基準を上回る数の常勤のサービス提供責任者を１人以上配置して
いること ⇒【Ⅲ・Ⅳに追加】

○ ○ 〇

（12）訪問介護員等の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が100分の30以上であること⇒【Ⅲに追加】 ○ ○

重
度
者
等
対
応
要
件

（13）利用者のうち、要介護４、５である者、日常生活自立度（Ⅲ、Ⅳ、M）である者、たんの吸引等を必要とする者の
占める割合が100分の20以上

○ ○

（12）利用者のうち、要介護３～５である者、日常生活自立度（Ⅲ、Ⅳ、M）である者、たんの吸引等を必要とする者の占める割合が100分の60
以上 ⇒【削除】

○

（14）看取り期の利用者への対応実績が１人以上であること（併せて体制要件(6)の要件を満たすこと） ○(※) ○(※)

(Ⅴ)
新設

3%

○

〇

〇

又は

又は 又は

又は

又は
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注１：別区分同士の併算定は不可。
ただし、(Ⅴ)とそれぞれの加算は併算定可。

注２：加算（Ⅰ）・（Ⅲ）については、重度者等対応要件を選択式とし、
(13）または（14）を満たす場合に算定できることとする。また、
(14)を選択する場合には（６）を併せて満たす必要がある。

 
注３：(Ⅴ）は特別地域加算、中山間地域等における小規模事業所加算、

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算とは併算定不可。
（※２）医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。

算定要件
改定前の(６)を(１)に統合、(６)、(７)、(８)、(14)を新設、

改定前の(12)を削除

(Ⅰ) (Ⅱ) (Ⅲ) (Ⅳ) (Ⅴ)

20% 10% 10% ３% ３％

体
制
要
件

（１）訪問介護員等・サービス提供責任者ごとに作成された研修計画に

基づく研修の実施

（２）利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項の伝

達等を目的とした会議の定期的な開催

（３）利用者情報の文書等による伝達、訪問介護員等からの報告

（４）健康診断等の定期的な実施

（５）緊急時等における対応方法の明示

○ ○ ○ ○ ○

（６）病院、診療所又は訪問看護ステーションの看護師との連携によ り、

24時間連絡できる体制を確保しており、かつ、必要に応じて 訪問

介護を行うことができる体制の整備、看取り期における対応 方針の

策定、看取りに関する職員研修の実施等

○
(注2)

○
(注2)

（７）通常の事業の実施地域内であって中山間地域等（※1）に居住す

る者に対して、継続的にサービスを提供していること
○

（８）利用者の心身の状況またはその家族等を取り巻く環境の変化に
応じて、訪問介護事業所のサービス提供責任者等が起点となり随時
介護支援専門員、医療関係職種等と共同し、訪問介護計画の見直し
を行っていること

○

人
材
要
件

（９）訪問介護員等のうち介護福祉士の占める割合が30％以上、又は介

護福祉士、実務者研修修了者、並びに介護職員基礎研修課程修了者

及び1級課程修了者の占める割合が50％以上

○ ○

（10）全てのサービス提供責任者が３年以上の実務経験を有する介護福

祉士、又は５年以上の実務経験を有する実務者研修修了者・介護職

員基礎研修課程修了者・１級課程修了者

○ ○

（11）サービス提供責任者を常勤により配置し、かつ、基準を上回る数

の常勤のサービス提供責任者を１人以上配置していること
○ ○

（12）訪問介護員等の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合

が100分の30以上であること
○ ○

重
度
者
等
対
応
要
件

（13）利用者のうち、要介護４、５である者、日常生活自立度（Ⅲ、Ⅳ、

M）である者、たんの吸引等を必要とする者の占める割合が20%以上
○ ○

（14）看取り期の利用者（※2）への対応実績が1人以上であること  

（併せて体制要件(6)の要件を満たすこと）

○
(注2)

○
(注2)

（Ⅴ）＋3％
＜体制要件＞

（１）＋（２）＋（３）＋（４）＋（５）+（７）＋（８）

＆

（※１）中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算と同様の対象地域

人材要件
（９）

＋
（10）

重度者等
対応要件
（13）

or
（14）

（Ⅰ）
＋20％

＜体制要件＞
（１）＋（２）＋（３）＋（４）＋（５）＋（６）

［各区分ごとの算定イメージ］

人材要件
（９）

or
（10）

（Ⅱ）
＋10％

人材要件
（11）

or（12）

（Ⅳ）
＋３％

人材要件
（11）

or（12）

重度者等
対応要件
（13）

or
（14）

（Ⅲ）
＋10％

又は 又は

１.（２）① 訪問介護における特定事業所加算の見直し③

又は 又は

又は
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１.（３）⑮ 配置医師緊急時対応加算の見直し

概要

○ 入所者に急変が生じた場合等の対応について、配置医師による日中の駆けつけ対応をより充実させる観点から、
現行、早朝・夜間及び深夜にのみ算定可能な配置医師緊急時対応加算について、日中であっても、配置医師が通常
の勤務時間外に駆けつけ対応を行った場合を評価する新たな区分を設ける。【告示改正】

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

単位数

＜改定前＞ ＜改定後＞

配置医師緊急時対応加算 配置医師緊急時対応加算

なし 配置医師の通常の勤務時間外の場合 325単位/回（新設）
（早朝・夜間及び深夜を除く）

早朝・夜間の場合 650単位/回 早朝・夜間の場合 650単位/回

深夜の場合  1,300単位/回 深夜の場合  1,300単位/回

算定要件等

○ 次の基準に適合しているものとして届出を行った指定介護老人福祉施設において、配置医師が施設の求めに応じ、
早朝（午前６時から午前８時まで）、夜間（午後６時から午後10時まで）、深夜（午後10時から午前６時まで）又
は配置医師の通常の勤務時間外（早朝、夜間及び深夜を除く。）に施設を訪問して入所者に対し診療を行い、かつ、
診療を行った理由を記録した場合に所定単位数を算定する。ただし、看護体制加算（Ⅱ）を算定していない場合は、
算定しない。
・ 入所者に対する注意事項や病状等についての情報共有、曜日や時間帯ごとの医師との連絡方法、診療を依頼す
る場合の具体的状況等について、配置医師と施設の間で、具体的な取決めがなされていること。

・ 複数名の配置医師を置いていること又は配置医師と協力医療機関の医師が連携し、施設の求めに応じ24時間対
応できる体制を確保していること。
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１. （３）⑲ 協力医療機関との連携体制の構築

概要

○ 介護保険施設について、施設内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の下でより適切な対応を
行う体制を確保する観点から、在宅医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連携体制を
構築するために、以下の見直しを行う。【省令改正】

ア 以下の要件を満たす協力医療機関（③については病院に限る。）を定めることを義務付ける（複数の医療機関を定める
ことにより要件を満たすこととしても差し支えないこととする。）。その際、義務付けにかかる期限を３年とし、併せて
連携体制に係る実態把握を行うとともに必要な対応について検討する。
① 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。
③ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行
い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医
療機関の名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。

ウ 入所者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入所させる
ことができるように努めることとする。

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

概要

○ 高齢者施設等内で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、協力医療機関との連携の下で適切な対応が行われるよう、在宅
医療を担う医療機関や在宅医療を支援する地域の医療機関等と実効性のある連携体制を構築するために、以下の見直しを行
う。【省令改正】

ア 協力医療機関を定めるに当たっては、以下の要件を満たす協力医療機関を定めるように努めることとする。
① 利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。
② 診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること。

イ １年に１回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状の急変が生じた場合等の対応を確認するとともに、当該協力医
療機関の名称等について、当該事業所の指定を行った自治体に提出しなければならないこととする。

ウ 利用者が協力医療機関等に入院した後に、病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、速やかに再入居させる
ことができるように努めることとする。

【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★】
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１. （３）⑳ 協力医療機関との定期的な会議の実施

概要

○ 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、認知症対応型共同生活介護について、協力医療機関との実
効性のある連携体制を構築するため、入所者または入居者（以下「入所者等」という。）の現病歴等の情報共有を
行う会議を定期的に開催することを評価する新たな加算を創設する。

○ また、特定施設における医療機関連携加算について、定期的な会議において入居者の現病歴等の情報共有を行う
よう見直しを行う。【告示改正】

単位数

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院】

＜改定前＞  ＜改定後＞

なし         協力医療機関連携加算  
                             協力医療機関が(１) 右記の①～③の要件を満たす場合 100単位/月(令和6年度) 50単位/月(令和7年度～)（新設）

                                                  (２) それ以外の場合                 ５単位/月（新設）

【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護】

＜改定前＞ ＜改定後＞

医療機関連携加算       協力医療機関連携加算
80単位/月                         協力医療機関が(１)右記の①、②の要件を満たす場合 100単位/月（変更）

                                               (２)それ以外の場合         40単位/月（変更）

【認知症対応型共同生活介護】

＜改定前＞ ＜改定後＞

なし 協力医療機関連携加算
   協力医療機関が(１)右記の①、②の要件を満たす場合  100単位/月（新設）

(２)それ以外の場合         40単位/月（新設）

【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、介護老人福祉施設、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

（協力医療機関の要件）
① 入所者等の病状が急変した場合等
において、医師又は看護職員が相談
対応を行う体制を常時確保している
こと。

②   高齢者施設等からの診療の求めが
あった場合において、診療を行う体
制を常時確保していること。

③   入所者等の病状が急変した場合等
において、入院を要すると認められ
た入所者等の入院を原則として受け
入れる体制を確保していること。

算定要件等

○ 協力医療機関との間で、入所者等の同意を得て、当該入所者等の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催していること。（新設）
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１.（３）㉒ 介護老人福祉施設等における緊急時等の対応方法の定期的な見直し

概要

○ 介護老人福祉施設等における入所者への医療提供体制を確保する観点から、介護老人福祉施設等があらかじめ定
める緊急時等における対応方法について、配置医師及び協力医療機関の協力を得て定めることとする。また、１年
に１回以上、配置医師及び協力医療機関の協力を得て見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対応方法の変
更を行わなければならないこととする。【省令改正】

【介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

基準

＜改定前＞ ＜改定後＞

指定介護老人福祉施設は、入所者の病状の
急変が生じた場合のため、あらかじめ、配置
医師との連携方法その他の緊急時等における
対応方法を定めておかなければならない。

指定介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変が生じ
た場合その他必要な場合のため、あらかじめ、配置医師
及び協力医療機関の協力を得て、配置医師及び協力医療
機関との連携方法その他の緊急時等における対応方法を
定めておかなければならない。

指定介護老人福祉施設は、配置医師及び協力医療機関
の協力を得て、１年に１回以上、緊急時等における対応
方法の見直しを行い、必要に応じて緊急時等における対
応方法の変更を行わなければならない。
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【訪問入浴介護】

１.（４）② 訪問入浴介護における看取り対応体制の評価

概要

○ 訪問入浴介護における看取り期の利用者へのサービス提供について、その対応や医師・訪問看護師等の多職種
との連携体制を推進する観点から、事業所の看取り対応体制の整備を評価する新たな加算を設ける。【告示改正】

単位数

＜改定前＞ ＜改定後＞
なし 看取り連携体制加算 64単位/回（新設）

 ※死亡日及び死亡日以前30日以下に限る。

算定要件等

○ 利用者基準
イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。
ロ 看取り期における対応方針に基づき、利用者の状態又は家族の求め等に応じ、介護職員、看護職員等から介護
記録等利用者に関する記録を活用し行われるサービスについての説明を受け、同意した上でサービスを受けてい
る者（その家族等が説明を受け、同意した上でサービスを受けている者を含む。）であること。

○ 事業所基準
イ 病院、診療所又は訪問看護ステーション（以下「訪問看護ステーション等」という。）との連携により、利用
者の状態等に応じた対応ができる連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて当該訪問看護ステーション等により訪
問看護等が提供されるよう訪問入浴介護を行う日時を当該訪問看護ステーション等と調整していること。

ロ 看取り期における対応方針を定め、利用開始の際に、利用者又はその家族等に対して、当該対応方針の内容を
説明し、同意を得ていること。

ハ 看取りに関する職員研修を行っていること。
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１.（４）③ 訪問看護等におけるターミナルケア加算の見直し

概要

○ ターミナルケア加算について、介護保険の訪問看護等におけるターミナルケアの内容が医療保険におけるターミ
ナルケアと同様であることを踏まえ、評価の見直しを行う。【告示改正】

単位数

＜改定前＞ ＜改定後＞
ターミナルケア加算  2,000単位/死亡月 ターミナルケア加算  2,500単位/死亡月（変更）

【訪問看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護】

算定要件等

○ 変更なし
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１.（４）④ 情報通信機器を用いた死亡診断の補助に関する評価

概要

○ 離島等に居住する利用者の死亡診断について、診療報酬における対応との整合性を図る観点から、ターミナルケ
ア加算を算定し、看護師が情報通信機器を用いて医師の死亡診断の補助を行った場合の評価を新たに設ける。
【告示改正】

単位数

＜改定前＞ ＜改定後＞
なし 遠隔死亡診断補助加算 150単位/回（新設）

【訪問看護、看護小規模多機能型居宅介護】

算定要件等

○ 情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看護師が、医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ001の注
８（医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ001―２ の注６の規定により準用する場合（指定特定施設入居者生活介護事
業者の指定を受けている有料老人ホームその他これに準ずる施設が算定する場合を除く。）を含む。）に規定する
死亡診断加算を算定する利用者（別に厚生労働大臣が定める地域に居住する利用者に限る。）について、その主治
医の指示に基づき、情報通信機器を用いて医師の死亡診断の補助を行った場合は、遠隔死亡診断補助加算として、
所定単位数に加算する。（新設）

【参考】Ｃ001 在宅患者訪問診療料（I)
注８ 死亡診断加算 200点

以下の要件を満たしている場合であって、「情報通信機器（ICT）を利用した死亡診断等ガイドライン（平成29 年９月厚生労働省）」に基づき、ICTを利用した看護師との連携による死亡診断を
行う場合には、往診又は訪問診療の際に死亡診断を行っていない場合でも、死亡診断加算のみを算定可能。
ア 当該患者に対して定期的・計画的な訪問診療を行っていたこと。
イ 正当な理由のために、医師が直接対面での死亡診断等を行うまでに12 時間以上を要することが見込まれる状況であること。
ウ 特掲診療料の施設基準等の第四の四の三の三に規定する地域に居住している患者であって、連携する他の保険医療機関において区分番号「Ｃ005」在宅患者訪問看護・指導料の在宅ターミナ

ルケア加算若しくは「Ｃ005－１－２」同一建物居住者訪問看護・指導料又は連携する訪問看護ステーションにおいて訪問看護ターミナルケア療養費を算定していること。
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１.（４）⑤ 短期入所生活介護における看取り対応体制の強化

概要

○ 短期入所生活介護について、看取り期の利用者に対するサービス提供体制の強化を図る観点から、レスパイト機
能を果たしつつ、看護職員の体制確保や対応方針を定め、看取り期の利用者に対してサービス提供を行った場合に
評価する新たな加算を設ける 。【告示改正】

単位数

＜改定前＞ ＜改定後＞
なし 看取り連携体制加算 64単位/日（新設）

  ※死亡日及び死亡日以前30日以下について、７日を限度

【短期入所生活介護】

算定要件等

○ 次のいずれかに該当すること。（新設）
（１）看護体制加算（Ⅱ）又は（Ⅳ）イ若しくはロを算定していること。
（２）看護体制加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）イ若しくはロを算定しており、かつ、短期入所生活介護事業所の看護職員

により、又は病院、診療所、訪問看護ステーション若しくは本体施設の看護職員との連携により、24時間連
絡できる体制を確保していること。

〇 看取り期における対応方針を定め、利用開始の際に、利用者又はその家族等に対して当該対応方針の内容
を説明し、同意を得ていること。
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１.（４）⑥ ターミナルケアマネジメント加算等の見直し

概要

○ ターミナルケアマネジメント加算について、自宅で最期を迎えたいと考えている利用者の意向を尊重する観点か
ら、人生の最終段階における利用者の意向を適切に把握することを要件とした上で、当該加算の対象となる疾患を
末期の悪性腫瘍に限定しないこととし、医師が一般に認められている医学的知見に基づき、回復の見込みがないと
診断した者を対象とする見直しを行う。併せて、特定事業所医療介護連携加算におけるターミナルケアマネジメン
ト加算の算定回数の要件についても見直しを行う。【告示改正】

算定要件等

○ターミナルケアマネジメント加算

○特定事業所医療介護連携加算

【居宅介護支援】

＜改定前＞

在宅で死亡した利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

に対して、その死亡日及び死亡日前14日以内に２日以上、当

該利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪

問し、当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び

居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供し

た場合

＜改定後＞

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方
針に関する当該利用者又はその家族の意向を把握した上で、
その死亡日及び死亡日前14日以内に２日以上、当該利用者又
はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、当該
利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービ
ス計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した場合

＜改定前＞

前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミ

ナルケアマネジメント加算を５回以上算定していること。

＜改定後＞

前々年度の３月から前年度の２月までの間においてターミ

ナルケアマネジメント加算を15回以上算定していること。

※ 令和７年３月31日までの間は、なお従前の例によるものとし、同年

４月１日から令和８年３月31日までの間は、令和６年３月におけるター

ミナルケアマネジメント加算の算定回数に３を乗じた数に令和６年４月

から令和７年２月までの間におけるターミナルケアマネジメント加算の

算定回数を加えた数が15以上であることとする。
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＜改定前＞ ＜改定後＞
死亡日45日前～31日前 80単位/日 死亡日45日前～31日前                    72単位/日（変更）
死亡日30日前～4日前 160単位/日 変更なし
死亡日前々日、前日 820単位/日 死亡日前々日、前日 910単位/日（変更）
死亡日 1,650単位/日 死亡日                                                                1,900単位/日（変更）

１. （４）⑦ 介護老人保健施設におけるターミナルケア加算の見直し

概要

○ 介護老人保健施設における看取りへの対応を充実する観点や在宅復帰・在宅療養支援を行う施設における看取り
への対応を適切に評価する観点から、ターミナルケア加算について、死亡日以前31日以上45日以下の区分の評価を
見直し、死亡日の前日及び前々日並びに死亡日の区分への重点化を図る。【告示改正】

単位数

【介護老人保健施設】

算定要件等

○ 以下のいずれにも適合している入所者であること。（改定前通り）
１ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。
２ 入所者又はその家族等の同意を得て、入所者のターミナルケアに係る計画が作成されていること（※）。
３ 医師、看護師、介護職員、支援相談員、管理栄養士等が共同して、入所者の状態又は家族の求め等応じ随時、
本人又はその家族への説明を行い、同意を得てターミナルケアが行われていること。
※１ 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行うこと。
※２ 計画の作成にあたり、本人の意思を尊重した医療・ケアの方針決定に対する支援に努めること。

80単位/日→72単位/日

死亡日死亡日
以前4日

死亡日
以前30日

160単位/日

死亡日
以前45日

910単位/日
↑

820単位/日

1,900単位/日
↑

1,650単位/日
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１. （４）⑧ 介護医療院における看取りへの対応の充実

概要

○ 本人・家族との十分な話し合いや他の関係者との連携を更に充実させる観点から、介護医療院の基本報酬の算定
要件及び施設サービス計画の作成において、本人の意思を尊重した上で、原則入所者全員に対して「人生の最終段
階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」に沿った取組を行うことを求めることとする。
【告示改正】【通知改正】 

【介護医療院】

算定要件等

＜改定前＞
六十八 介護医療院サービスの施設基準 
イ Ⅰ型介護医療院サービス費を算定すべき介護医療院サービスの施設基
⑴ Ⅰ型介護医療院サービス費（Ⅰ）を算定すべき介護医療院サービスの
施設基準 
㈠ 併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サービ
スの場合にあっては、次に掲げる規定のいずれにも適合していること。 
ａ～ｈ （略）
ｉ 算定日が属する月の前三月間における入所者等のうち、次のいず
れにも適合する者の占める割合が百分の十以上であること。 
ⅰ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込
みがないと診断した者であること。 

ⅱ 入所者等又はその家族等の同意を得て、当該入所者等のターミ
ナルケアに係る計画が作成されていること。 

ⅲ 医師、看護職員、介護職員、管理栄養士等が共同して、入所者
等の状態又は家族等の求め等に応じ随時、入所者等又はその家族
等への説明を行い、同意を得てターミナルケアが行われているこ
と。 

ⅳ ii及びiiiについて、入所者本人及びその家族等と話し合いを行い、
入所者本人の意思決定を基本に、他の関係者との連携の上、対応
していること。 

＜改定後＞
六十八 介護医療院サービスの施設基準 
イ Ⅰ型介護医療院サービス費を算定すべき介護医療院サービスの施設基準 
⑴ Ⅰ型介護医療院サービス費（Ⅰ）を算定すべき介護医療院サービスの施
設基準 
㈠ 併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う介護医療院サービ
スの場合にあっては、次に掲げる規定のいずれにも適合していること。 
ａ～ｈ （略） 
ⅰ 算定日が属する月の前三月間における入所者等のうち、次のいず
れにも適合する者の占める割合が百分の十以上であること。 
ⅰ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込
みがないと診断した者であること。 

ⅱ 入所者等又はその家族等の同意を得て、当該入所者等のターミ
ナルケアに係る計画が作成されていること。 

ⅲ 医師、看護職員、介護職員、管理栄養士等が共同して、入所者
等の状態又は家族等の求め等に応じ随時、入所者等又はその家族
等への説明を行い、同意を得てターミナルケアが行われているこ
と。 

（削る）

ｊ 施設サービスの計画の作成や提供に当たり、入所者の意思を尊重
した医療及びケアが実施できるよう、入所者本人の意思決定を基本
に、他の関係者との連携の上対応していること。

厚生労働大臣が定める施設基準※Ⅰ型介護医療院サービス費（Ⅰ）の場合
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１. （５）① 高齢者施設等における感染症対応力の向上

概要

○ 高齢者施設等については、施設内で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医療機関との連携の上で施設内で感染者の療養を
行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止することが求められることから、以下を評価する新たな加算を設ける。
ア 新興感染症の発生時等に感染者の診療等を実施する医療機関（協定締結医療機関）との連携体制を構築していること。
イ 上記以外の一般的な感染症（※）について、協力医療機関等と感染症発生時における診療等の対応を取り決めるとともに、当該
協力医療機関等と連携の上、適切な対応を行っていること。 
※ 新型コロナウイルス感染症を含む。 

ウ 感染症対策にかかる一定の要件を満たす医療機関等や地域の医師会が定期的に主催する感染対策に関する研修に参加し、助言や
指導を受けること。

○ また、感染対策に係る一定の要件を満たす医療機関から、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実地指導を受けることを評
価する新たな加算を設ける。【告示改正】

単位数

＜改定前＞ ＜改定後＞
なし 高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ） 10単位/月（新設）

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）５単位/月（新設）

【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

算定要件等

＜高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）＞（新設）
○ 感染症法第６条第 17 項に規定する第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること。
○ 協力医療機関等との間で新興感染症以外の一般的な感染症の発生時等の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に協力医療機
関等と連携し適切に対応していること。

○ 診療報酬における感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関又は地域の医師会が定期的に行う院内感
染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加していること。

＜高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）＞（新設）
○ 診療報酬における感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回以上施設内で感染者が発生した場合の感染制御等
に係る実地指導を受けていること。
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１. （５）② 施設内療養を行う高齢者施設等への対応

概要

○ 新興感染症のパンデミック発生時等において、施設内で感染した高齢者に対して必要な医療やケアを提供する観
点や、感染拡大に伴う病床ひっ迫を避ける観点から、必要な感染対策や医療機関との連携体制を確保した上で感染
した高齢者を施設内で療養を行うことを新たに評価する。

○ 対象の感染症については、今後のパンデミック発生時に必要に応じて指定する仕組みとする。【告示改正】

単位数

＜改定前＞ ＜改定後＞
なし 新興感染症等施設療養費  240単位/日（新設）

【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】

算定要件等

〇 入所者等が別に厚生労働大臣が定める感染症※に感染した場合に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確
保し、かつ、当該感染症に感染した入所者等に対し、適切な感染対策を行った上で、該当する介護サービスを行った
場合に、１月に１回、連続する５日を限度として算定する。
※ 現時点において指定されている感染症はない。
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１. （５）③ 新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携

概要

○ 施設系サービス及び居住系サービスについて、利用者及び入所者における新興感染症の発生時等に、感染者の診
療等を迅速に対応できる体制を平時から構築しておくため、感染者の診療等を行う協定締結医療機関と連携し、新
興感染症発生時における対応を取り決めるよう努めることとする。 

○ また、協力医療機関が協定締結医療機関である場合には、当該協力医療機関との間で、新興感染症の発生時等の
対応について協議を行うことを義務づける。【省令改正】

【特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護★、介護老人福祉施設、地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健施設、介護医療院】
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１．サービス提供等の状況

（１）高齢者施設と医療機関の連携強化

（２）感染対応力の向上

（３）人生の最終段階の医療・介護

  ２．令和６年度介護報酬改定の内容

  ３．関連する各種意見

  ４．現状と課題及び論点
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【訪問看護と他の介護保険サービス等との連携強化】

○  訪問介護等における看取りや医療ニーズの高まりに対応するために、訪問看護は他の介護保険サービス等と幅広く連

携することが求められており、引き続き、効果的かつ効率的な連携の在り方を検討していくべきである。

【高齢者施設等と医療機関の連携強化】

○  高齢者施設等の入所者及び入居者の生命を守る観点から、高齢者施設等と医療機関の連携強化を図ることは喫緊の課

題である。介護保険施設について、義務付けにかかる期限を３年とした上で、入所者の急変時等に、相談対応や診療

を行う体制を常時確保した協力医療機関及び緊急時に原則入院できる体制を確保した協力病院を定めることを義務化

することとしたが、当該期限の前においても可及的速やかに実効性のある連携体制が構築されるよう、連携体制に係

る実態や課題等を把握した上で、連携体制の構築を推進するために必要な対応を行うとともに、次期介護報酬改定に

向けて引き続き検討していくべきである。また、特定施設入居者生活介護及び認知症対応型共同生活介護について、

相談対応や診療を行う体制を常時確保した医療機関を定めることを努力義務としたが、入居者の急変時等に備えた協

力医療機関との連携体制を確実に構築していく観点から、介護保険施設と同様に連携体制の構築を推進するために必

要な対応を行うとともに、原則入院できる体制を確保した協力病院との連携も含め、当該要件を満たす協力医療機関

との連携の義務化に向けて引き続き検討していくべきである。 

【介護医療院の長期療養・生活施設としての機能強化】

○ 介護医療院について、今回の介護報酬改定で看取りへの対応の充実が図られたところであるが、介護療養型医療施設

からの移行が完了することも踏まえ、看取りへの対応も含め、医療の必要な要介護者の長期療養・生活施設として更

なる機能強化を図るための対応を検討していくべきである。

令和６年度介護報酬改定に関する審議報告（令和５年12月19日社会保障審議会介護給付費分科会）（抄）
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【感染症や災害への対応力向上】

○ 施設系サービス及び居住系サービスについて、協定締結医療機関と新興感染症の発生時等の対応を取り決めること

を努力義務としたが、都道府県における協定締結の状況や高齢者施設等における連携の取組状況を把握し、更なる連

携の強化に向けた対応を検討していくべきである。 

令和６年度介護報酬改定に関する審議報告（令和５年12月19日社会保障審議会介護給付費分科会）（抄）
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【４．地域包括ケアとその体制確保のための医療介護連携、介護予防・健康づくり、認知症ケアの方向性 】
（１）現状と課題
（２）地域包括ケアとその体制確保のための医療介護連携
（中略）

○  令和６年度同時改定において、施設等における高齢者の急変時における対応等を念頭に、介護保険施設と協力医療機
関との連携を強化する改定が行われたところ。協力医療機関について、二次医療圏まで広げて医療介護連携のマッチ
ングができていない福祉施設・介護施設が一定程度あり、地域差も大きいとの指摘がある。連携が進んでいない地域
については、都道府県が行う地域医療構想調整会議の場を活用して、高齢者施設等の協力医療機関としての役割を担
う医療機関を調整するなど、検討することが重要である。医療介護連携について、介護報酬も診療報酬も加算はある
が十分算定されていない。算定要件が複雑であり、算定に労力を要することなどが要因。限られた人材で連携できる
ように算定要件を見直すべきとの意見があった。 
（中略）

○ 85歳以上の複合ニーズを抱える者や独居高齢者が増えていくと、急変し病院に入院し、治療後、すぐに自宅に在宅
復帰することが難しい。このため、退院して在宅復帰するまでの老人保健施設、地域の中小病院等の医療機関の役割
が重要である。在宅ケアのためには、医療が緊急に必要となったときに対応できる機能が重要であり、訪問診療を行
う医療機関、急性期に入院できる一般病院、訪問看護事業所、ショートステイ等で在宅を支える老人保健施設、緊急
時に対応できる地域の体制整備と人材確保策が必要である。また、在宅ケアには訪問看護、訪問介護やケアマネ
ジャーによる支援、ケアを提供しやすい住まい、口腔管理、薬剤管理や栄養指導も必要である。利用者への質の高い
サービス提供のため、医療と介護が緊急時も含めて連携して支える体制を構築することが重要である。そのためには、
地域において、医療機関と介護事業者との間で情報共有や顔の見える体制を構築し、互いの果たす機能や役割を理解
しつつ、コミュニケーションの強化が必要である。また、地域包括ケアシステムを深化させていくためには、地域で
かかりつけ医機能が発揮され、医療と介護、生活支援サービス等の切れ目ない連携が行われることが重要である。 

2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方に関するとりまとめ

（令和７年７月25日「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 ）（抄）
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【3．医療機関機能の確保について 】
（１）基本的な考え方
（２）高齢者救急・地域急性期機能
（中略）
② 医療機関機能について 
（中略）
○ 救急の受入に当たっては、特定の施設からの受入に限定せず、高齢者救急等の二次救急や受入れ後の早期からの
医療やリハビリテーションの提供、早期退院に向けた取組、介護施設の協力医療機関として、介護施設と連携を行
う等が求められる。 

（中略）
④ 在宅医療等連携機能 
（中略）
○ 人口の少ない構想区域や、局所的に在宅医療を提供する医療機関等が少ない場合等において、地域の医療資源に
応じながら、在宅医療や訪問看護を提供すること、また、診療所による在宅医療の実施等が多い場合に入院対応等
の後方支援や、介護施設と連携して協力医療機関になること等、地域の医療資源に応じた在宅医療を支える役割が
求められる。

新たな地域医療構想に関するとりまとめ（令和８年３月19日地域医療構想及び医療計画等に関する検討会）（抄）
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【6．策定について 】
（１）基本的な考え方
（２）構想区域
（３）入院医療
（４）外来医療
（５）在宅医療
（６）介護との連携
（中略）
○高齢者施設等における医療需要への対応強化や介護老人保健施設等の有する医療やリハビリテーションを提供する
機能の活用による早期の退院促進など、介護保険施設の協力医療機関の確保や医療と介護の相互理解の推進等につい
ては、すぐにでも取り組むことができる事項もあり、こうしたことについては、地域医療構想策定の時期に関わらず
取り組む必要がある。 

新たな地域医療構想に関するとりまとめ（令和８年３月19日地域医療構想及び医療計画等に関する検討会）（抄）



１．サービス提供等の状況

（１）高齢者施設と医療機関の連携強化

（２）感染対応力の向上

（３）人生の最終段階の医療・介護

  ２．令和６年度介護報酬改定の内容

  ３．関連する各種意見

  ４．現状と課題及び論点
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現状と課題

（高齢者施設と医療機関の連携強化）

◼令和６年度介護報酬改定では、高齢者施設等において、在宅医療を担う医療機関や在宅医医療を支援する地域の医療

機関等と実効性のある連携体制を構築するため、要件を満たす協力医療機関を定めることを義務化又は努力義務化し

た（経過措置３年間）。

◼協力医療機関の要件を満たす体制の整備割合は、介護老人福祉施設は67.9％、介護老人保健施設は83.3％、介護医療

院は84.9％、養護老人ホームは60.4％であり、また、定めの状況について、集計していないと回答した自治体が一定

程度存在し、定めの状況には地域差が見られた。

◼昨年度調査の時点で要件を満たす協力医療機関を定めていなかった事業所のうち、「まだ検討を行っていない」と回

答した事業所に対して令和８年５月にヒアリングを行ったところ、「要件を満たす協力医療機関を定めた」と回答し

た事業所がほぼ半数を超える一方で、対応予定がない事業所も存在した。

◼協力医療機関となることを断ったことがある医療機関における断った理由として、「常時診療を行う体制の確保が困

難」、「常時相談対応を行う体制の確保が困難」等があげられた。

◼高齢者施設等における協力医療機関連携加算について、有機的な連携体制を保ちつつ業務効率化を図る観点から、協

力医療機関連携加算に係る会議の頻度の見直しを行った。

◼要件を満たす協力医療機関を定めることによる効果として、施設系、居住系サービスともに「利用者の健康管理が的

確・迅速に行えるようになった」、「協力医療機関に気軽に相談できるようになった」等があげられた。

◼介護老人福祉施設等において、要件を満たす協力医療機関を定めている施設のほうが、入所者が急変等により入院す

る際に、入院先の医療機関と事前調整を行っている割合が高かった。

◼令和６年度介護報酬改定に関する審議報告（令和５年12月19日）では、当該期限の前においても可及的速やかに実

効性のある連携体制が構築されるよう、連携体制に係る実態や課題等を把握した上で、連携体制の構築を推進するた

めに必要な対応を行うとともに、次期介護報酬改定に向けて引き続き検討していくべきである、とされている。
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現状と課題

（感染対応力の向上）

◼ 令和６年度介護報酬改定では、高齢者施設等において、施設内で感染者が発生した場合に、感染者の対応を行う医

療機関との連携の上で施設内で感染者の療養を行うことや、他の入所者等への感染拡大を防止することが求められ

ることから、第二種協定指定医療機関等との連携等を評価する高齢者施設等感染対策向上加算を新設した。

◼ 介護老人保健施設、介護医療院では高齢者施設等感染対策向上加算を算定していない割合が約半数、その他のサー

ビスでは７割以上が加算を算定しておらず、高齢者施設等感染症対策向上加算を算定していない理由では、「研修

や実地指導を行う医療機関との連携が困難であるため」、「研修や実地指導を行う時間を確保することが困難であ

るため」の割合が相対的に高かった。

（ＡＣＰ、看取り）

◼ 死亡者数は2040年まで増加傾向にあり、死亡場所については、近年、病院のほか、自宅、老人ホーム等が増加傾向

にある。また、介護老人福祉施設や介護医療院等、死亡退所が多くの割合を占めるサービスも存在する。

◼ 高齢者施設等において、医療処置として「疼痛管理（麻薬無し）」「疼痛管理（麻薬使用）」「ターミナルケア」

が対応可能な施設の割合はサービスによって大きく異なる。

◼ 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）

には、ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の概念が盛り込まれており、人生の最終段階における医療・ケ

アに関する話し合いを繰り返し行うことの重要性が示されているが、施設基準として原則入所者全員を対象として

ガイドラインに基づく対応を求めているのは介護医療院サービスのみである。

◼ 看取り関連加算について、算定率（事業所ベース）はサービスごとに差がある。また、算定要件や報酬点数につい

てもサービスごとに大きく異なっている。

◼ 令和６年度介護報酬改定に関する審議報告（令和５年12月19日）では、介護医療院について、今回の介護報酬改定

で看取りへの対応の充実が図られたところであるが、介護療養型医療施設からの移行が完了することも踏まえ、看

取りへの対応も含め、医療の必要な要介護者の長期療養・生活施設として更なる機能強化を図るための対応を検討

していくべきである、とされている。 70
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論点

（高齢者施設と医療機関の連携強化）

◼令和６年度介護報酬改定において、高齢者施設等に一定の要件を満たす協力医療機関の設定を義務付け、令和９年３

月31日までの経過措置を設けている。協力医療機関の確保状況や制度の意義を踏まえ、今後の在り方についてどのよ

うに考えるか。

※令和８年度改定検証調査の結果については、本年秋頃を目処に速報値をお示しする予定である。

◼高齢者施設等と医療機関の更なる連携強化に向けて、実効性のある連携体制の構築を推進するためには、どのような

方策が考えられるか。

（感染対応力の向上）

◼高齢者施設における感染症対応力の更なる向上に向けて医療機関との連携をはじめ、どのような方策が考えられるか。

（ＡＣＰ）

◼「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」では、本人による意思決定を基本とし

た医療・ケアの方針の決定プロセスが示されており、あわせて、ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の考え

方を踏まえ、人生の最終段階における医療・ケアに関する話し合いを繰り返し行うことの重要性が示されているが、

各サービスにおけるＡＣＰの位置づけについてどのように考えるか。

（看取り）

◼本人が望む場所でより質の高い看取りを実施できるようにするためには、どのような方策が考えられるか。

◼看取りに係る評価について、サービス類型ごとに加算の有無や評価の要件が異なること等を踏まえ、各サービスに期

待される機能・役割に応じた評価の在り方をどのように考えるか。
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